
再生可能エネルギー電源別の課題と推進策 

平成２６年１２月２日 
資源エネルギー庁 

資料１ 



御議論いただきたい論点 

 固定価格買取制度の導入後、再生可能エネルギーの導入量は約1.5倍に拡大。しかしながら、その
9割以上は太陽光発電が占めている現状にあり、今後、再生可能エネルギーの最大限の導入と国民
負担の抑制の両立を図るためには、各再生可能エネルギー電源のポテンシャルをバランスよく活
かしていくことが課題。 

 他方、各再生可能エネルギー電源は、それぞれ異なった特徴を持つ。今後導入拡大を図っていく上
で直面する課題と現状を踏まえた上で、将来の再生可能エネルギー導入の全体像を描き、適切な推
進方策を講じていくことが必要である。本日は、再生可能エネルギーの最大限の導入にあたって克
服すべき各電源の特徴を踏まえた課題と推進策について御議論いただきたい。 
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再生可能エネルギー電源別の課題と推進策 
I. 太陽光 
II. 風力 
III. 地熱 
IV. 水力 
V. バイオマス 



太陽光発電の位置付けと課題 

 個人を含めた需要家に近接したところで中小規模の発電を行うことも可能で、小型・分散電源の場合は、系
統負担も抑えられる上に、非常用電源としても利用可能である。  

 一方、発電コストが高く、出力不安定性などの安定供給上の問題があることから、更なる技術革新が必要で
ある。  

 中長期的には、コスト低減が達成されることで、分散型エネルギーシステムにおける昼間のピーク需要を補
い、消費者参加型のエネルギーマネジメントの実現等に貢献するエネルギー源としての位置付けも踏まえた
導入が進むことが期待される。  

 

太陽光発電の位置付け（エネルギー基本計画） 
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１．低コスト化に向けた取組 

 買取価格の適切な見直し、技術開発、施工技

術者の養成 

２．系統に対する影響の軽減 

  出力抑制の円滑な実施 

４．太陽光発電に関する消費者からの相談への対応 

  国や業界団体を通じた情報提供による理解の促

進 

３．地域との共生 

 地方自治体への情報提供 

５．太陽光パネルの適正処分・リサイクル 

  環境省と共同で調査を実施、技術開発 

６．自家消費の推進 

  導入補助による支援 

太陽光発電の課題と対応 



太陽光発電の現状 
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出典：一般社団法人太陽光発電協会等のデータに基づき資源エネルギー庁作成 

全累積導入量 

住宅用累積導入量 

補助金制度実施期間 

非住宅用累積導入量 

余剰電力買取制度 

固定価格買取制度 

【国内の太陽光発電累積導入量】 （万kW） 

RPS制度 

太陽光発電は、個人を含めた需要家に近接したところで中小規模の発電を行うことも可能で、小型・分散電源の場合は、系
統負担も抑えられる上に、非常用電源としても利用可能。また、住宅や公共施設をはじめとして中小規模の導入が可能であ
り、個人でも取り組める再生可能エネルギーである 。 

 RPS制度、余剰電力買取制度の下においては、住宅用を中心に拡大してきたが、固定価格買取制度開始後は、非住宅用
の導入が大幅に拡大。 
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○石油危機後のサンシャイン計画（1974年）以来、
太陽光発電のコスト低減による普及促進は官
民を挙げて進められ、世界に先駆け太陽光発
電の実用化技術を確立。生産量（1999年～
2006年）、導入量（1995年～2003年）ともに一
時期は、世界一の地位を確保。 

○我が国では、RPS制度（2003年～）、余剰電力
買取制度（2009年～）等の支援策により、太陽

光を中心とした再生可能エネルギーの導入が
進んできたが、他国と異なり、住宅用太陽光が
8割以上を占めるのが市場の大きな特徴（ドイ
ツは1割程度、アメリカは3割程度）。背景には、
1994年～2006年に実施された住宅用太陽光

発電導入への補助制度があり、これにより非常
用電源としての意義も持つ住宅向けの太陽光
発電システム導入の素地が形成。 

○非住宅用太陽光は、2012年の固定価格買取

制度開始以降、急速に、大幅な導入拡大が進
み、既に、累積ベースで導入量の半数程度を占
めるに至る。昼間のピーク需要を補う太陽光発
電を大規模に導入させるなど、大きな役割。 
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ドイツの再エネの導入量と太陽光発電設備の買取価格の推移 
【ドイツの再エネの導入量の推移】 

出所：ドイツ連邦経済・エネルギー省資料より資源エネルギー庁作成 

※2012年4月以降、10MW超の設備は対象外 

（1ユーロ＝140円で計算） 

設備稼動開始年月 

【ドイツの太陽光発電設備の買取価格の推移】 
（円/kWh） 

(282円) 

(535円) 

(2,156円) 

（円/kWh） 

①2009年1月再エネ法改正概要 

 太陽光は、前年導入量に応じ価格逓減率を

調整する仕組を導入 

 100kW超の発電設備に遠隔操作による供給

管理能力を義務化 

 30kW以下太陽光発電の自家消費分の補償 

 

②2012年再エネ法改正概要 

＜1月改正＞ 

 太陽光買取価格の低減等買取価格見直し 

 100ｋW以下の太陽光にも遠隔操作による供

給管理能力を義務化 

 FIT又は市場プレミアム制の選択制導入 

 電力多消費産業の賦課金軽減措置対象の

範囲拡大 

＜4月改正＞ 

 太陽光発電の買取価格の緊急引き下げ 

（毎月1%逓減率適用、11月以降は1年間の導入

量に応じ毎月逓減率を変更） 

 10MW以上は買取対象から除外 

 年間買取対象電力量を90%に制限 

 累積導入目標（買取対象）を52GWに設定 

 太陽光発電の自家消費分補償の廃止 

 

（参考）現在の日本の賦課金の水準
は平均家庭で月額負担額225円 
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①2009年改正 
再エネ全体比率16.3% 
太陽光比率1.1% 
風力比率6.6% ☆ 

☆ 
②2012年改正 
再エネ全体比率23.6% 
太陽光比率4.3% 
風力比率8.3% 
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100kW超 買取額（合計） 

【スペインの太陽光発電設備の買取価格の推移】 

スペインの再エネの導入量と太陽光発電設備の買取価格の推移 

【スペインの再エネの導入量の推移】 

出所：スペイン産業・商務・観光省資料より資源エネルギー庁作成 

（1ユーロ＝140円で計算） 

買取価格 
（円/kWh） 

③2009年5月Royal Decree Law 6/2009概要 

 FIT対象電源について中央政府への事前登録

を義務付けするとともに、太陽光以外も新規の

登録設備容量に関する年間上限枠を設定 

④2010年12月Royal Decree 1614/2010, 

Royal Decree Law 14/2010概要 

 既存発電設備を含む風力、太陽熱、太陽光の

買取価格を適用する年間上限時間の導入 

 FIT対象電源にも系統利用料金を適用 

2012年1月Royal Decree Law 1/2012概要 

 新規再エネ発電設備のFIT制度への登録停止 

2013年7月Royal Decree Law 9/2013概要 

 既存設備を含めFITを廃止し、新制度に移行 

②2008年9月Royal Decree 1578/2008概要 

 太陽光についてFIT価格の大幅低減及び新規

設備の認定に関する年間上限枠の設定 

 買取対象とする設備容量上限の設定（建物一

体型2MW、地上設置型10MW） 

買取総額 
（百万€） 

出所：International Energy Agency資料より資源エネルギー庁作成 

①2007年5月Royal Decree 661/2007概要 

 買取価格の改定（出力区分帯の変更） 

 10MW超の再エネ発電設備に、送電会社による

中央給電指令（CECRE）との遠隔操作が可能

となるような設備を義務付け 

※2009年以前は、買取額に太陽熱と太陽光の区分がなく、すべて太陽光に合算 

※2009年以降、建物一体の2MW超、地上設置の10MW超設備は買取対象外 
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①2007年改正 
再エネ全体比率19.8% 
太陽光比率0.2% 
風力比率9.4% 

③2009年改正 
再エネ全体比率25.4% 
太陽光比率2.0% 
風力比率13.1% 

④2010年以降改正 
再エネ全体比率32.8% 
太陽光比率2.2% 
風力比率14.9% 

②2008年改正 
再エネ全体比率24.8% 
太陽光比率1.0% 
風力比率13.0% 



（出所） Bloomberg New Energy Finance調べ 
（※）日本の費用の割合は資源エネルギー庁推定 

課題１．低コスト化に向けた取組①（太陽光発電システムの導入費用と買取価格） 

【太陽光発電システムの導入費用の国際比較】 

日本の太陽光発電FIT買取価格は、大幅引き下げを行う前のドイツと同様に年約1割のペースで低下傾向で推移している。 
現在の水準としては、欧州諸国が太陽光の大量導入を受けて、買取価格を大幅に切り下げる前の水準に止まっている。 

我が国の太陽光発電システムの導入にかかる費用は、国際的に見て高い水準。特に、架台や工事費等の基礎費用及びパネ
ル等の設備費用がアメリカ、ドイツ、スペインと比較して高い。 
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（出所）資源エネルギー庁調べ 
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【太陽光発電FIT買取価格の推移】 
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課題１．低コスト化に向けた取組②（太陽光発電事業の利益水準） 

太陽光発電事業の利益水準について、平成25年度調達価格36円/kWh（税抜）の1,000kW以上の運転開始案件の税引前IRR
水準で確認すると、価格設定において想定する6%を中心ではあるが相当にばらつきがあり、高いもので12%、低いもので1%と
なっている（平成25年10月-12月期運転開始設備のコスト、設備利用率13%で計算）。 

 このうち、税引前IRRが①1%の案件と想定とする②6%の案件と③12%の案件について、平均的なシステムコストを比較すると、
特に、ア）工事費、イ）架台、ウ）パネルに違いが見られた。 

【1,000kW以上の運転開始設備のIRRの分布】 
（平成25年10月-12月期運転開始設備のコスト、昨年度調達価格36円/kWh（税

抜）で計算） 

（件数比率：※合計件数94件） 

【1,000kW以上の運転開始設備における 
平均システムコストの比較】 

出典：ともに設置・運転費用年報に基づき資源エネルギー庁作成 

③ 

② 

③IRR12%の設
備の平均 
システムコスト 

②IRR6%の 
設備の平均 
システムコスト 

①IRR1%の 
設備の平均 
システムコスト 

① 
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②2030年に発電コスト7円／ｋＷｈを革新的に目指す技術 
１）超高効率太陽電池による発電コスト低減技術開発（薄膜多接合高効

率太陽電池） 
 ・変換効率45%に達する薄膜多接合太陽電池の低コスト製造技術の開

発。 
２）量子ドット構造等、新型太陽電池の技術開発 
 ・量子ドット構造やコスト構造を革新する新型太陽電池の技術開発。 

①2020年に発電コスト14円／ｋＷｈを中間目標とする技術 
１）太陽電池の高効率化、モジュール化、低コスト製造技術の開発 
 ・ヘテロ接合・バックコンタクト統合構造の新型結晶シリコン太陽電池

の大面積・低コスト製造技術、モジュール化技術等の開発。 
 ・CIS等化合物系太陽電池の高効率化、低コスト製造技術等の開発。 
２）太陽電池の性能評価、信頼性向上等共通基盤技術の開発等  
 ・信頼性向上、信頼性評価技術の開発。 

反射防止膜 

アモルファスSi 

I型アモルファスSi 
P型アモルファスSi 電極 

 I型アモルファスSi 
 N型アモルファスSi 

N型結晶Si 

新型太陽電池 
（量子ドット構造） 

薄膜多接合型太陽電池 

（４接合の例） 

国民負担の抑制の観点から、太陽光発電の徹底したコスト低減が喫緊の課題であり、技術開発を進めることが重要。 
 このため、①2020年に発電コスト14円/kWhを目指す結晶Si太陽電池等の技術開発、及び ②2030年に発電コスト7円/kWhを目

指す新型太陽電池の技術開発など、高性能化・低コスト化が期待できる技術の開発を推進（平成27年度概算要求51億円）。 

ヘテロ接合・バックコンタクト
統合構造例 

太陽光の様々な波長の 
エネルギーを多層で吸収 

【太陽光発電開発戦略（NEDO PV Challenges）2014年9月】 

課題１．低コスト化に向けた取組③（技術開発） 
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【The Solar Instructor Training Network】 

 太陽光発電設備の設置技術向上を促進するため、

全米の9地域ごとに設置に関するトレーナー・指導者

を養成する仕組みに対して、2700万ドルを支援。 

 約400機関で、2014年5月までに22,000名を指導。 

 諸外国においても、太陽光発電のシステムコストに占める設置作業の費用低減は課題。 

 米国では、SunShot イニシアティブに基づき設置費用等ハードウェア以外のコスト低減に取り組んでおり、 設置技術向
上や標準化を促進するため、連邦エネルギー省は、設置に関するトレーナーを養成する仕組み（ The Solar Instructor 
Training Network ）に財政支援。 

米国：SunShot イニシアティブ 

 

 米国では、連邦エネルギー省が、2011年2月に

「SunShot イニシアティブ」を公表し、研究、製造、市場

措置を通じて、2020年までに大規模太陽光発電シス

テムの総コストを約75%減少させることを目指して、

様々なプログラムを実施中。 

 システム価格のうちハードウェア以外のコスト（64％相

当）の低減にも取り組んでおり、①顧客獲得、②認可、

連系及び検査、③設置及びパフォーマンス、④運転管

理・保守の項目についてプログラムを実施。 

 このうち設置に関しては、①熟練工の創出、②効率的

な設置手順・技術の適用、③州・地方自治体の設置

基準の標準化、④システム性能及び信頼性の検証、

等を通じて、コスト低減を支援している。 

 講習受講の
設置者 

指導者 

地域とレーニング提供者 

全米管理者 

指導機関 

課題１．低コスト化に向けた取組④（米国の取組例） 

10 



対 象 現行の日本(500kW以上) ドイツ（100kW超） ドイツ（100kW以下） スペイン（10MW超） 

 
システム 
概要 

 
 
 
 

・電力会社は前日夕方までに
抑制依頼を電話等で連絡。
主任技術者は出力抑制操作
後、実施結果を報告。 

・前日の需給想定に基づき指
令するため、需給変動時の
柔軟な出力調整が困難。 

・DSO（配電会社）が遠隔から電力

メーターにアクセスし出力をモニタ
リング。 

・出力抑制は、DSOのコントロール

センターと専用の双方向通信シス
テム等を利用。 

・DSO及びTSO（送電会社）が、SMA
社から入手した代表プラントの出
力データを基に、全プラント出力を
推定しモニタリング。 

・出力抑制は、一方向通信の長波ラ
ジオレシーバーを利用。 

・発電事業者は、発電制御センター
（GCC）に接続。GCCは複数の再エ
ネ設備をまとめて管理して、TSOが
設置する再エネ中央給電指令所
（CECRE）に接続。 

・出力抑制は、CECREからGCCとの双
方向通信システム等を利用して15
分以内に実施。 

補償 

・30日以下は無補償。 
・30日超は有償。 
・なお、指定電気事業者への

指定後は、30日超の出力抑
制も無補償となる。 

・再エネ法に基づく局地的対策による出力抑制は補償。 
・エネルギー事業法に基づく全系的対策による出力抑制は無補償。 

・原則無補償（再エネは優先給電対
象であるが、系統の信頼性・安定
性が損なわれる懸念がある時のみ
TSOが出力抑制を実施） 

備考 

・給電指令毎に主任技術者へ
の連絡・実施確認が必要、
再エネ拡大後は運用困難。 

・現在産業用のパワコン単価
は、約2万円/kW。なお、ド

イツと同様の対策を行う場
合、追加コストはパワコン
１台当たり2万円程度。 

・2009年の再エネ法改正により、設
備容量が100kWを超える太陽光

発電設備に対して義務付け（一定
の猶予期間後に既存設備も含め
全ての設備に適用）。 

・2012年の再エネ法改正により、設
備容量が100kW以下の太陽光発
電施設にも義務付け（30kW以下は、
系統への電力供給量を70%に制限

する措置で代替可。一定の猶予期
間後に、既存設備も含め全ての設
備に適用）。 

・2007年の政令（RD661/2007）によ

り、系統運用者と複数の再エネ発
電所を中継する機関としてGCCと呼

ばれる制御所の設置が各発電事
業者に義務付け。 

・10MW超の再エネ発電設備は、
TSOの指示を受けてから15分以内
に出力抑制を実施する義務。 

（出展）ドイツの代表的パワコンメーカーであるSMA社へのヒアリング結果及び資源エネルギー庁調査に基づく。 

電力会社 主任技術者 

事業者PCS 

①抑制依頼（電話等） 

③出力抑制報告 ②抑制制御 

配電会社 

専用の双方向通信シ

ステム等を利用し

た出力抑制 

事業者の電力

メーター 

長波ラジオレシーバーを 

利用した一方向 

通信による出力抑制 

事業者の電力

メーター 

配電会社 

及び送電会社 

課題２．系統に対する影響の軽減（太陽光発電の出力抑制） 
 出力が変動する太陽光発電による系統への影響を軽減する方策として、出力抑制はコスト合理的であり有効な方策。 
 現在の我が国では500kW以上の太陽光発電・風力発電について、前日に電話等で抑制依頼する方式。 
 他方、ドイツでは双方向通信システム等を利用し、よりきめ細かな出力調整を実施。 
 なお、ドイツ再エネ法における2012年太陽光の出力抑制量は、買取電力量約26,000GWhに対し約16GWh（0.06％相当）。スペインでは

主に風力発電が抑制対象となっており、2013年は風力発電の総発電量約54,000GWhに対し約1,100GWhが出力抑制（約2％に相当）。 
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再エネ中央給

電指令所 

双方向通信システム

を利用した出力抑制 再エネ発電所 

GCC 



（出展）スペイン系統運用会社（REE）提供資料より 

課題２．系統に対する影響の軽減（欧州におけるスペインの国際連系について） 

 スペインは国内の電力供給設備容量約90GWに対し、国際連系線容量は約4.3GW（５％未満）であり、将来的にも欧州エリアでは孤立し
た状態となる懸念に直面している状況。 

 一方、欧州ではドイツを始めほとんどの国で広域的な電力融通のため国際連系を増強又は増強計画を有しており、現在、スペインと同
様な状況にあるイギリス及びポーランドも、将来的には隣国との連系線が強化され、より広域融通が可能となる見込み。 

発電設備容量 
に対する国際 
連系線容量 

2011 

2020 

スペインの国際連系状況 
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課題３．地域との共生（自治体における条例策定等の取組例） 

自治体 制度の概要 

大分県 
由布市 

・事業地面積5千平方メートル（太陽光発電設備
であれば500ｋW程度）以上の再生可能エネル
ギー発電設備を設置する者へ届出を義務づける。 

・再生可能エネルギー発電設備を設置しようとす
る者に対して、事業を行わないよう求めること
ができる抑制区域を指定する。 

・市長が必要あると認める場合は、事業者に対し
て、指導、助言又は勧告を行う。 

山梨県 
富士山周辺
11市町村 

・景観条例等に基づく指定区域内において設置予
定の一定規模以上（パネルの合計面積が1,000
平米以上等）の太陽光発電設備に届出を義務付
ける。*1 

・一定規模以上（パネルの合計面積が1,000平米
以上等）の設備の設置を行わないよう協力を求
める区域を指定し、指導等を行う。*2 

自治体 制度の概要 

長野県 
飯田市 

・市が公的に発電事業の公共性と経営安定性を
認証することで、地域金融機関等からの資金の
貸付けや市民ファンドからの資金提供に資する
事業信用力の付与を図る。また、「飯田市再生
可能エネルギー推進基金」を設置し、事業の建
設工事の発注のために直接必要となる調査費用
を無利子で貸付けを行う。 

福岡県 
みやま市 

・市内において、新しく発電出力が50kW以上
の大規模太陽光発電設備を設置された事業者に
ついて、3年間、固定資産税の課税標準額の１
/６の課税を免除する。 

静岡県富士宮市（*1、*2）、静岡県富士市（行政指導：対象区域での事業の自粛要
請）、静岡県御殿場市（*1（平成26年4月1日付け施行））、静岡県裾野市（*1）、静岡県
小山町（条例等未策定）、山梨県富士吉田市（条例等未策定）、山梨県西桂町（条例
等未策定）、山梨県忍野村（*2）、山梨県山中湖村（*2）、山梨県鳴沢村（条例未策定）、
山梨県富士河口湖町（*2） 

太陽光発電を含む再生可能エネルギーによる発電事業については、地域住民の参加や理解を得ながら、自然環境等と調和
を取りつつ、事業を進めていくことが極めて重要である。この点、各自治体により、地域の実情に応じて取組を推進するための
対応がなされている。 

一方、条例等により開発行為が禁止されているエリアで立地規制側の手続きを適切に行っていないことが発覚し、自治体とト
ラブルに発展するケースが発生していることを踏まえ、可能な限り早期に、地方自治体への認定情報の提供を開始するととも
に、こうした他の法令に違反した発電事業計画に対して固定価格買取制度運用上も何らかの対応を講じることについて検討
（詳細は資料2参照）。 

【再生可能エネルギー発電事業の規制を行う事例】 

出所：各種報道に基づき資源エネルギー庁作成 

【再生可能エネルギー発電事業の推進に取り組む事例】 
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課題４．太陽光発電設備に関する相談事例と対応 

「再生可能エネルギー発電事業に 
関する注意喚起」 

 認定申請を行う前の段階から、電力会社に
対して、接続の可能性について十分相談し、
場所及び設備等の確保は、連系承諾を得て
から行うこと。 

 条件付認定については、期限延長（認定後、
最大360日以内）が認められるが、その期
限を越えてもなお、場所及び設備の確保に
かかる証拠書類が提出されなければ、いか
なる理由でも、その認定は失効すること。 

 再生可能エネルギー発電事業を譲渡する場
合、事業を譲り渡す側の事業者は、認定取
得の有無、連系承諾の有無等、事業の状況
とリスクを十分に説明をする、また、譲り
受ける事業者は事業の状況とリスクを十分
確認すること。 

【 販売基準による啓発】 
（太陽光発電協会） 

【リーフレットによる啓発】 
（資源エネルギー庁） 

【接続回答保留に係る注意喚起】 
（資源エネルギー庁） 

太陽光発電協会「販売基準」 

 販売従事者に求められる基本的
なスキル（表示ガイドラインに
準拠、ステップに応じた説明
等） 

 
 遵守すべき注意事項 
   （誇大表示しない、システムの

仕様、施工方法、費用、保証制
度を説明、等） 

 
 販売時の禁止事項とNGワード 
  （強引な勧誘行為、必ず

XXXkWh発電する等） 

不実告知に関する相談例 

 「売電で約2万円のロー
ンが払える」といわれた
ので契約したが、多い月
でも1万円程度しか売電
収入が入らない。 
 

 売電収入は、気象条件や
設置条件、ご家庭の電気
の使用状況によって変わ
ります。売電収入を保証
するような言い方には気
をつけてください。 

太陽光発電の普及に伴い、太陽光発電事業のメリットの過度な強調等の誇大表示や設備等の売買契約を強引に急がせるな
どといった不誠実な販売方法が多く見受けられた。 

 このため、資源エネルギー庁では、消費者の意識向上のためにリーフレットを作成し、注意喚起の啓発活動を実施している。 

また、太陽光発電協会では、不当に高い価格での販売や執拗な訪問販売等をなくし、健全な市場を形成するため、自主基準
として販売従事者の基本的なスキルを示した「販売基準」を制定。 

今般の接続回答保留を受け、接続に関するリスクを周知するため、資源エネルギー庁から「再生可能エネルギー発電事業に
関する注意喚起」（平成26年10月）を発出するとともに、同様の内容を太陽光発電協会においても周知。 
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課題５．太陽光パネルの適正処分・リサイクル 

 2009年11月の太陽光の余剰電力買取制度の開始、2012年7月の固定価格買取制度の施行により、導入量は年々増加し
ており、2014年8月末現在、累計で1,726万kWが導入されている。 

 1990年代中頃、国庫補助等の太陽光発電設備の導入支援制度が開始されたことから（ 1998年に太陽光パネルの導入量
が累計で100MW（10万kW）に到達）、太陽光パネルの設計寿命が20年前後と想定すると、2020年前後には一定数量の使
用済みの太陽光パネルが廃棄物となることが想定される。 

 しかしながら、現時点では処理システムは確立されておらず、使用済太陽光発電設備の資源価値等の製品特性や廃棄の
実態・見通しを踏まえた上で、今後のリサイクルを含めた適正処理の推進に向けた社会的な仕組みをつくることが課題であ
り、昨年度から経済産業省と環境省と合同で調査を実施しているところ。 

累積10万kW導入 導
入
量
（
千

kW
）
 

【太陽光発電設備の年度ごとの導入量】 
太陽光発電設備の廃棄に関する検討課題 
①製品特性の把握 
 資源価値・有害性の評価 
②撤去から処分までのフローの調査 
 現状のフローの把握 
 将来的な排出量の増加による排出ルー

トの変化の検討 
③技術導入可能性調査 
 リサイクル技術の開発動向の整理 
 リサイクル技術の導入イメージの検討 
④将来の排出見込量の分析 
 導入実績の整理 
 排出見込み量の推計 
⑤回収にかかるコストの分析 
 コストデータの調査 
 費用対効果分析 
⑥撤去・運搬・処理に関する制度面から 
   の検討 
 現行制度における課題の整理 
 製品特性や排出実態等を踏まえたオプ

ションの検討 
 

環境省との合同検討会の昨年度調査結果 

①太陽光パネルの特徴 

 原材料のうち、有価性が比較的価値の
高い資源は銀。その含有量は、パネル
の種別等によってばらつきあり。 

 有害物質の含有は少ないものの一部の
パネルに有害性が懸念される物質の含
有あり。 

②現在のパネル処理状況 

 廃棄されているパネルのほとんどは、
メーカーから排出される生産不良品と
なっている。 

 中間処理事業者、金属スクラップ事業
者が産業廃棄物として回収。また、銀
等の有用資源は非鉄精錬業者で回収。 

 パネルを設置した住宅が建替え等で取
り壊される場合、現状は、従来の産業
廃棄物処理の流れの中で処理。 



課題６．自家消費の推進 

分散型の再生可能エネルギーの普及拡大を図る上では、系統へ負担をかけない自家消費の推進も重要。 

このため、固定価格買取制度の対象とならない自家消費向けの再生可能エネルギー発電システムに対する
支援を行い、再生可能エネルギーの導入拡大を図っているところ（平成27年度概算要求25億円（平成26年度
予算額25億円））。 

○対象とする再生可能エネルギー 
・太陽光発電 
・風力発電     
・バイオマス発電 
・小水力発電   
・地熱発電   等 
※「固定価格買取制度」において設備認定を受けないものを対象とする。 

○地域再生可能エネルギー発電システム等導入促進対策事業 
                 【補助率 1/2以内】 
－地方自治体等による再生可能エネルギー発電システム設備導
入及び地方自治体と連携して行う設備導入に対して補助。 
 また、地方自治体でなくとも、災害緊急時等に地域の防災拠点に
蓄電池を提供することを条件に、民間事業者が取り組む再生可能エ
ネルギー発電設備と蓄電池の導入に対して補助。 
 
○再生可能エネルギー発電システム等事業者導入促進対策事業 
                 【補助率 1/3以内】 
－民間事業者による設備導入に対して補助。 

取組例（太陽光発電設備導入事業） 

想定発電電力量（A)：74,404kWh/年     電力消費量（B)：255,825kWh/年 
年間で、29.08%(A/B)の節電効果を発揮。 

図１ 太陽光発電全景 図２ 蓄電池システム 

国 

補助 

民間団体等 設置者 

補助（1/2・1/3） 

（事業スキーム） 

独立型再生可能エネルギー発電システム等対策費補助金 

16 



太陽光発電業界からの要望 

出力調整手段としての太陽光発電 

 需給予測の精度を高め、優先給電の原則を堅持していただきつつ、太陽光発電を余剰電力発生時の出力調整手段と
して活用、それを効率的に可能とする系統システムを整備すること。 

 ただし、上記については再エネ発電事業者における事業性・事業予見性をできる限り確保することも、中長期的な
再エネ普及発展の観点から必須。 

太陽光発電の調整（抑制）方式について 

 他の事業者との公平性が確保されているか等の疑念の発生が考えられ、再エネ発電事業者側としては、透明性・公
平性を維持しつつ系統側からの指令により自動的に必要最小限の調整（抑制）が行われるようなしくみが必要。 

 即ち、出力調整（抑制）を常態として検討する場合、既にヨーロッパや北海道電力等で行われている系統側（中央
監視指令所等）からの通信指令によるリアルタイムの再エネ遠隔制御や再エネ電力も含めた高度な需給監視・自動
制御システムによるコントロールの実現・インフラを構築することが必要。 

 開発及び整備費用の負担（区分）等に当たっては更なる検討が必要。他の対策オプションに比べてもローコスト及
び短期間にて実現可能な対策ではないかと考えられる。 

余剰電力発生時の出力調整手段について 

地域間連系線の活用 

 導入量予測に基づき、その間に打たれるべき対策との関係を勘案すれば、地域間連系線はあくまで非常時または一
時的・過渡的な対策とすることを前提に十分活用検討可能ではないかと思料。 

系統に頼らない「自家消費」等の促進策（政策的インセンティブ案含め）検討 

 （例）「独立型再生可能エネルギー発電システム対策補助金」の拡充、等 

その他 

出所：太陽光発電協会作成 17 



再生可能エネルギー電源別の課題と推進策 
I. 太陽光 
II. 風力 
III. 地熱 
IV. 水力 
V. バイオマス 



風力発電の位置付けと課題 

19 

１．立地制約の克服 

 風力発電の適地の偏在への対応 

（送電網の整備等） 

２．系統に対する影響の最小化 

 出力抑制の円滑な実施 

５．低コスト化に向けた取組 

 設備利用率向上や洋上風力の技術開発・実証

の推進 
３．導入の加速化に向けた取組 

 環境アセスメントの迅速化 

４．洋上風力の推進 

 実証事業の実施、港湾インフラ等の整備 

風力発電の課題と対応 

 大規模に開発できれば発電コストが火力並であることから、経済性も確保できる可能性のあるエネルギー源
である。  

 ただし、需要規模が大きい電力管内には供給の変動性に対応する十分な調整力がある一方で、北海道や
東北北部の風力適地では、必ずしも十分な調整力がないことから、系統の整備、広域的な運用による調整
力の確保、蓄電池の活用等が必要となる。こうした経済性も勘案して、利用を進めていく必要がある。 

風力発電の位置付け（エネルギー基本計画） 



風力発電については、1997年度に開始された設備導入支援や2003年度のRPS法の施行以降、導入量が増加してきた。しか
しながら、大規模案件は、買取制度と同時期に導入された環境アセスメントの影響により開発に長期間を要するため、導入
量３GWを前にして、開発は足踏み状態。 

また、国内の風力発電所約500か所のうち、１基のみのものが半数以上であり、合計５基以下の小さなウインドファームが約
８割。風力発電の本来持つ低コストの特長を活かし切れていないのが現状。固定価格買取制度導入後開発が進められてい
る、現在環境アセスメント中の大規模案件（約571万kW）を着実に運転開始させることが重要。 

風力発電の現状①（導入量の推移等） 

【導入量の推移】 【１事業者当たりの風車設置基数の推移】 (万kW) 

RPS FIT 

（出典：NEDO風力発電設備実績） 

（出典：NEDO風力発電設備実績） 

(年度) 

環境
アセス 

(年度) 

20 

(万kW) 



20 

9 

平成26年9月12日現在法アセス手続き中の案件 
（出力５万kW以上） 

6 

 
1.伊達市 50,000kW 
2.せたな町 50,000kW 
3.黒松内町、寿都町、島牧村 50,000kW 
4.石狩市、小樽市（港湾洋上） 100,000kW 
5.せたな町 120,000kW 
6.猿払村、頓別町 50,000kW  
7.稚内市、豊富町、幌延町 1,500,000kW 
8.稚内市、豊富町 400,000kW  

アセス中合計(5万kW未満含む)  約275万kW 
既存合計                約32万kW 
総合計                  約307万kW 

北海道 

 
関東アセス中合計(5万kW未満を含む) 約2万kW 
関東既存合計                 約19万kW 
関東総合計                  約21万kW 
中部アセス中合計(5万kW未満を含む) 約12万kW 
中部既存合計                 約29万kW 
中部総合計                  約41万kW 
北陸アセス中合計(5万kW未満を含む) 約2万kW 
北陸既存合計                約15万kW 
北陸総合計                  約17万kW 

関東・中部・北陸 

【和歌山県】 
23.有田川町、広川町、 
   日高川町 90,000kW 

アセス中合計(5万kW未満含む) 約12万kW 
既存合計               約14万kW 
総合計                 約26万kW 

2 

近畿 
10 

8 
7 

3 5 

4 

1 

27 

14 

13 

12 
11 

【青森県】 
9.五所川原市 51,000kW 
10.つがる市 126,500kW 
11.六ヶ所村 57,000kW 
12.六ヶ所村(港湾洋上) 80,000kW 
13.むつ市、東通村 81,000kW 
【岩手県】 
14.葛巻町、岩泉町 82,800kW 
15.釜石市、遠野市、大槌町 105,000kW 
16.宮古市、岩泉町 222,500kW 
17.住田町、一関市、陸前高田市、 
   奥州市 165,000kW 
【秋田県】 
18.にかほ市 71,300kW 
19.大潟村 100,000kW 
20.潟上市、秋田市 60,000kW 
21.鹿角市 50,600kW 
【福島県】 
22.川内村 65,000kW 

アセス中合計(5万kW未満含む) 約208万kW 
アセス終了(運開前)合計      約10万kW 
既存合計                約75万kW 
総合計                約293万kW 

東北 
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18 
17 

16 

15 

24 

23 

22 

21 

【長崎県】 
26.佐世保市 100,000kW 
【宮崎県】 
27.串間市 67,500kW 

アセス中合計(5万kW未満含む) 約21万kW 
アセス終了(運開前)合計      約5万kW 
既存合計               約46万kW 
総合計                 約72万kW 

九州・沖縄 

【山口県】 
24.下関市（洋上） 60,000kW 

アセス中合計(5万kW未満含む) 約10万kW 
既存合計               約30万kW 
総合計                 約40万kW 

中国 

【徳島県】 
25.上勝町、神山町 60,000kW 

アセス中合計(5万kW未満含む) 約28万kW 
既存合計               約12万kW 
総合計                 約40万kW 

四国 

26 

25 

 
アセス中合計(5万kW未満含む) 約571万kW 
アセス終了(運開前)合計      約15万kW 
既存合計                約271万kW 
総合計                約857万kW 

全国 

北海道：約275万kW(予定) 
      約32kW(既存) 

東北：約218万kW(予定) 
    約75 万kW(既存) 

関東：約2万kW(予定) 
    約19万kW(既存) 

北陸：約2万kW(予定) 
    約15万kW(既存) 

中部：約12万kW(予定) 
   約29万kW(既存) 
近畿：約12万kW(予定) 
    約14万kW(既存) 

中国：約10万kW(予定) 
    約30万kW(既存) 
四国：約28万kW(予定) 
    約12万kW(既存) 

九州・沖縄：約26万kW(予定) 
       約46万kW(既存) 

風力発電の現状②（環境アセス中の風力発電所の分布状況） 

21 



 我が国の風力発電の適地は、北海道と東北の一部（北緯40度以上）に極端に偏在。 
 他方、こうした地域では、電力需要が少なく、送電網が脆弱であることから、接続可能量が限定的。 
 系統WGにおいて、風力発電については、一部の電力会社が設定している接続可能量及び接続見込量の２

パターンを前提として、太陽光発電の接続可能量を試算。試算結果を踏まえ、発電電力量（kWh）ベースで
の再生可能エネルギーの最大限導入の観点から、風力発電と太陽光発電を比較。 

【日本の風況と送電網】 

風況の良い地域 
  

風力連系可
能量 

既連系量 
（H25年度末） 

北海道 56 31.6 

東 北 200 56.5 

東 京 設定なし 37.1 

中 部 設定なし 22.4 

北 陸 45 14.6 

関 西 設定なし 7.8 

中 国 100 29.9 

四 国 60 16.6 

九 州 100 36.5 

沖 縄 2.5 1.4 

合 計 563.5～ 254.4 

（万kW） 

【電力会社の風力発電の連系可能量】 

電力需要が少なく、
系統が脆弱な地域 

課題１．立地制約の克服①（風力発電の適地の偏在） 

22 

（出典）各社公表値 

（出典）NEDO 



課題１．立地制約の克服②（課題を克服するための施策） 

 風況が良く、かつ送電線が脆弱な地域を「特定風力集中整備地区」と特定。風力発電事業者が過半を出資し、風力発電事
業者からの送電線利用料により送電線整備実証の投資回収を目指す特別目的会社（SPC）に限って、国がその整備実証
費用の一部を補助する制度を創設。 

 北海道・東北エリアについては、北本連系線の活用・増強により他地域の需給調整力の活用が可能となるなど、風力発電
の立地環境の改善につながる(２０１９年３月の運用開始を目標に、現行の６０万ｋWから９０万ｋWまで３０万ｋWの増強を行
うこととされている)。他方、コスト面や売り先の確保、系統事故時の対応等の課題を解決することが必要となる。 

 さらに、リアルタイム出力抑制や、再生可能エネルギーを含めた広域運用ルールの見直し等の系統運用の柔軟化のため
の施策について、系統WG等の場において議論されている。 

・北海道・東北の一部を特定風力集中整備地区と定め、送電線整備
実証を実施。平成25年度は北海道にて事業を開始するとともに、平
成26年度は東北地域においても事業を開始。 

【風力発電のための送電網整備実証事業】 
（平成2７年度概算要求： 1０５億円） 

【北海道電力・東北電力からの送電イメージ】 
 

北海道・本州間 

連系線 

（北本連系設備） 

 

風風 力力 発発 電電 出出 力力

制制御御技技術術  

既既設設地地域域間間  
連連系系線線のの活活用用  

ウウィィンンドド  

フファァーームム  

ウウィィンンドド  

フファァーームム  

ウウィィンンドド  

フファァーームム  

遠方指令により 

出力を制御 
既既設設地地域域間間  
連連系系線線のの活活用用  

風風 力力 発発 電電 出出 力力

制制御御技技術術  

ウウィィンンドド  

フファァーームム  

ウウィィンンドド  

フファァーームム  

ウウィィンンドド  

フファァーームム  

東京電力 

北海道電力・東北電力から電力を受電することで 

・ 北海道地域の風力発電の出力変動（長周期）

を調整 

・ 東北地域の調整力を拡大 

東北・東京間 

連系線 

（50 万 V 相馬双葉幹線） 

 

北海道電力からの送電電力 

東北電力からの送電電力 

 

遠方指令により 

出力を制御 

（出典）北海道電力HPより 23 
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※出力は技術要件と同じ１分間平均値です。

ウィンドファームの出力制御例（北海道） 

対 象 現行の日本(500kW以上) スペイン（10MW超） 

 
システム 
概要 

 
 
 
 

・電力会社は前日夕方までに抑制
依頼を電話等で連絡。主任技術
者は出力抑制操作後、実施結果
を報告。 

・前日の需給想定に基づき指令す
るため、需給変動時の柔軟な出
力調整が困難。 

・発電事業者は、発電制御センター
（GCC）に接続。GCCは複数の再エネ設
備をまとめて管理して、TSOが設置する
再エネ中央給電指令所（CECRE）に接続。 

・出力抑制は、CECREからGCCとの双方向
通信システム等を利用して15分以内に
実施。 

補償 
・30日以下は無補償。 
・30日超は有償。 
・なお、指定電気事業者への指定後は、

30日超の出力抑制も無補償となる。 

・原則無補償（再エネは優先給電対象であ
るが、系統の信頼性・安定性が損なわれ
る懸念がある時のみTSOが出力抑制を実
施） 

備考 

・給電指令毎に主任技術者への連
絡・実施確認が必要、再エネ拡大
後は運用困難。 

・現在でも風力発電事業者が、ウィ
ンドファーム全体の最大出力及び
出力上昇率を高速制御することは
可能。 

・2007年の政令（RD661/2007）により、系統

運用者と複数の再エネ発電所を中継する
機関としてGCCと呼ばれる制御所の設置
が各発電事業者に義務付け。 

・10MW超の再エネ発電設備は、TSOの指
示を受けてから15分以内に出力抑制を実
施する義務。 

電力会社 主任技術者 

WFコントローラ 

①抑制依頼（電話等） 

③出力抑制報告 ②抑制制御 

課題２．系統に対する影響の最小化（出力抑制の円滑な実施） 
 再生可能エネルギーによる系統への影響を軽減し、接続可能量を拡大するには出力抑制が有効。 
 現在の我が国では500kW以上の太陽光発電、風力発電について、前日に電話等で抑制依頼する方式。 
 他方、スペインでは、10MW以上の風力発電設備については、コントロールセンターで直接制御が可能。総需要の40%が再

生可能エネルギーの場合でも、スペインでは系統のコントロールが可能。 
 現在の日本においても、風力発電事業者がウィンドファーム全体の最大出力及び出力上昇率を高速制御することで、①電力

会社の指令に基づき、必要時に最大出力抑制運転を行うことや、②出力上昇率制限運転により出力変動を抑制することは
可能。 

24 
（出典）送電系統運用者REE社に対するヒアリング結果 
     及び資源エネルギー庁調査に基づく。 

ウィンドファームの構成 

再エネ中央給

電指令所 

双方向通信システム

を利用した出力抑制 再エネ発電所 
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課題２．系統に対する影響の最小化（スペインにおける風力発電の出力抑制の実態） 

スペインでは、1MW以上の風力発電設備について12秒ごとに発電量を把握。再生可能エネルギーの出力抑制が必要な場合
は、各発電設備を均等に出力抑制する。 

スペインでは、2013年に約1,100GWhの風力発電量が、系統制約により出力抑制された。これは2013年の風力発電の総発
電量の約2％に相当。実態としては、3～4月のイースター休暇の週末にほぼ集中しており、4日間で637GWh分の風力発電を
抑制。 

月あたり出力抑制量 
累積出力抑制量                     

1月 3月 2月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 

出典：スペイン風力発電協会（AEE）、「Eólica’14」 

【メイン画面】 
○REEが管理・運用する４００
KV及び２２０KVの送電網が表
示されており、情報は４秒ごと
に更新。各送電線における電
気の流れと電力量が示される
他、変電所・発電所の情報等
が表示。また、スペイン・ポル
トガル・モロッコとの連系状況
も把握できるようになっている。 

【画面上】 
○連系線のリアルタ
イムの運用状況や
周波数等を表示。 
 
【画面下】 
○欧州全体の系統
状況を把握するた
めのシステム。 

【CECRE画面】 
○再エネ制御用シ
ステム。 １MW以上
の発電設備につい
て、12秒ごとに発電
量を把握。 
 
○その他、一日の
CO2排出削減量等
を表示。 

スペインにおける風力発電設備の出力抑制電力量（２０１３年） 

【右画面】 
○需要の予測値・
計画値実発電量
等を表示。 

【オペレーター】 
○CECOELについて、３人のオペレーターが、役割
分担をしながら、系統を制御。 
○CECREは専任のオペレーターが１名（左端）。 出典：REE社HP 

【送電系統運用者REE社コントロールセンター】 
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 気象、需要等からの需給変動予測（予測）、風力自体の組合せも含めた抑制パッケージの最適化（抑制）、他電源や蓄電
池の効果的活用（運用）の三つの視点から、送電系統運用技術を高度化を図るため、風力を中心としたデータ収集基盤の
整備、及び、様々な要素を加味したシミュレーションの強化とこれに伴う系統運用技術の高度化を進め、再生可能エネル
ギー受入容量の拡大を目指す。（平成27年度概算要求額60億円（平成26年度政府予算額40億円）） 

Ⅰ：予測からの最適化 
気象予測、需要予測などから変動予測
を最適化 

再エネ発電の 
出力変動 

再エネ発電の 
出力変動 

送電ネットワーク 

Ⅱ：抑制からの最適化 
風力への出力抑制（風力発電の
組み合わせを含む）の最適化 

送電系統運用 
（需給・周波数調整） 

火力等他電源や 
大型蓄電池による 

出力調整 

Ⅲ：運用からの最適化 
火力等他電源、大型蓄電池など発電源
の運用最適化 

再エネ発電の 
出力変動 

（参考）電力系統出力変動対応技術研究開発事業 
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 平成24年10月より、環境影響評価法の対象事業に風力発電所の設置等の事業が位置付けられた。その結果、７，５００kW以
上（※）の風力発電所の設置については、環境アセスメントの手続きに３～４年程度を要することとなった。 

 ３～４年程度を要する環境アセスメントの手続期間の半減を実現するためには、国や自治体の審査期間を短縮するだけでな
く、環境アセスメントの手続における環境影響調査を前倒し、他のプロセスと同時並行で進めること（前倒環境調査）が必要。 

 経済産業省では環境省と連携し、前倒環境調査を行う上での課題の特定・解決を図るための実証事業を、平成２６年度から
集中的に実施（平成26年度政府予算20億円）。前倒環境調査の実施にあたっての課題や対応の方向性について、アセス制
度や発電事業の有識者、関係団体、関係省庁等による研究会を実施、検討の成果を取りまとめる。 

 得られた成果を元に、アセス手続期間の短縮化に資する前倒環境調査のルール化を目指す。 

【前倒環境調査のイメージ】 

課題３．導入の加速化に向けた取組（環境アセスメントの迅速化） 

※７，５００ｋW～１０，０００ｋWについては、個別にアセスの実施について判断。 
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石狩湾新港内 

能代港、秋田港周辺 

御前崎港内 

稚内港内 
風力発電事業者決定済 

●凡例 

港湾計画位置付け検討中 

港湾計画位置付け済 

（2014年11月現在） 
想定発電量８万ｋＷ 

想定発電量１万ｋＷ 

想定発電量５万ｋＷ 

酒田港内 

鹿島港内 想定発電量２５万ｋＷ 

想定発電量１２万ｋＷ 

想定発電量（港内及
び港湾外）６０万ｋＷ 

想定発電量６万ｋＷ 

想定発電量２０万ｋＷ 
村上市岩船沖
周辺（港湾外） 

 洋上風力の導入は、陸上風力のポテンシャルが限定的な我が国において、風力発電の導入拡大を図る上で不可欠。 

 着床式（風車を海底に固定して設置する方式）の洋上風力については、国・NEDOが銚子沖と北九州沖の二か所で実証事業
を行い、実証機の設置を終了。民間の事業化計画も徐々に始動。 

 浮体式（風車を海底に係留して設置する方式）については、世界初となる本格事業化を視野に入れた福島県沖、及び長崎
県五島沖で実証開始。 

福島沖（浮体式） 

 平成23年度から5年程度の計画で、福島県の
沖合約18ｋｍ、水深約120ｍ地点に、世界一と
なる本格的浮体式洋上風力発電を実現する
実証。 

 平成25年11月に2,000ｋＷの風車１基を設置、
運転を開始。平成26年度には7,000ｋＷの風
車等2基を福島県沖に設置予定。 

 平成24年10月に2,400kW風車の設置
が完了。平成25年2月より発電開始。 

 平成26年度まで運転データや洋上の
風速データなどの取得等を実施予定。 

銚子沖（着床式） 

長崎県五島（浮体式） 

 平成24年6月に、100ｋWの浮体式
洋上風車を設置。平成25年10月
に、2,000kW級の浮体式洋上風車
を設置、運転を開始。 

（環境省） 

北九州沖（着床式） 

 平成25年3月に2,000ｋＷ風車の設置が
完了。平成25年6月より発電開始。 

 平成26年度まで運転データや洋上の
風速データなどの取得等を実施予定。 

その他 

下関市安岡沖
（港湾外） 

北九州港周辺 

課題４．洋上風力の推進①（事業化に向けた現状の取組） 

むつ小川原
港内 
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課題４．洋上風力の推進②（各段階の課題） 

洋上風力発電の諸課題 

事前調査段階 
 洋上の占有に係る利害関係者（漁業や航

行関係者等）との調整 
 各種手続き（環境アセスメント等） 

 
 

設計段階から設置段階 
 大型洋上風車や基礎の製作・施工におけ

る港湾インフラや船舶、重機の利用限界 
 
 

設置段階 
 完工保証、遅延リスク 

 
 

設置段階から運転保守段階 
 保険、金融 

 
 

運転保守段階 
 ウェイク影響、保守点検（メンテナンス船

の確保等） 
 
 

建替えや撤去段階 

 設置場所等に応じて、①関係者の理解が既に得られているケース、②関係者と協
議が必要なケース、③補償が必要となるケース、④関係者が多く、調整がつかない
ケース等が想定される。 

 現状では、設置船の数が限られているため、欧州から作業船を曳航する、または
新たに所有者になるなど、設置船を新たに調達することが必要。 

 一般的に我が国の港湾は、洋上風車の製作・施工を行うための地耐力が十分では
ないため、港湾の整備が必要となるケースが想定される。 

 我が国では、洋上風力を手がけた実績のある事業者が限られているため、完工保
証の問題で工事発注に至らないケースや、気象海象条件により完成が遅延するリ
スクがある。 

洋上風力は、専門家の見解や、事業検討段階の企業へのヒアリングによると、事前調査段階から建替えや撤去段階に至る
各段階に、課題（リスク）が存在する点が確認された。 

【具体的な洋上風力のリスク】 

 設置や運転保守の段階の各種リスクに応じて、財物保険、利益保険、賠償責任保
険等が存在し、付保条件や保険会社によって、金額が大きく増減する。 

 大規模洋上ウインドファームでは、風上風車のウェイク（後流）の影響による風下風
車の発電量の低下を見越した、高度なオペレーションが求められる。 

 現状では、メンテナンス船の数が限られているため、欧州から作業船を曳航する、
または新たに所有者になるなど、メンテナンス船を新たに調達することが必要。 

 撤去の際に、完全に基礎構造から撤去するのか、基礎部分は残すのかにより、撤
去費の金額が増減する。 
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 着床式の洋上風力発電システム及び風況観測システムの実証、低コストの洋上風況観測技術の開発、着床式洋上ウィンド
ファーム開発の支援、次世代浮体式洋上風力発電システム実証研究を実施。洋上風力開発の各段階における技術的･社会
的な課題を解決することで、洋上風力の商業化を目指している。 

 さらに、洋上風力の施行に必要な港湾、作業船等の港湾インフラ等の環境整備及び漁業、港湾や航行など他の海域利用者
との地域協調を関係団体と進めていくことが必要。 

～２０１２年 ２０１３年 ２０１４年 ２０１５年 ２０１６年 ２０１７年 ２０１８年 

・2MW級着床式 
システムの実証 

着床式の 
ノウハウ習得 

着床式システム 

・2MW級浮体式 
システムの実証 

浮体式システム 

・7MW級浮体式 
システムの実証 

・データ取得 着床式の 
商業化 

浮体式の 
商業化 

・次世代浮体式 
システムの実証 

浮体式の 
ノウハウ習得 

・ウインドファームの
開発支援 

・データ取得 

・データ取得 

・データ取得 

福島プロジェクト(2MW風車、洋上変電所) 

【実証事業と平行して省庁間連携等により検討すべき事項】 
 ・港湾、港湾インフラ等の環境整備 
 ・漁業、港湾、航行など、他の海域利用者との地域協調 

・技術及び市
場動向調査 

・技術課題の
整理 

・技術及び市
場動向調査 
・技術課題の
整理 

課題４．洋上風力の推進③（推進策） 

・実証機の製作 

・実証機の製作 
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大規模開発すれば火力並の10円/kWhと、相対的にコスト合理的な風力は、今後の再生可能エネルギー普及の重要な役割
を担う。 

日本の風力発電のコストは現状において、諸外国と比較すると高いが、資本費の高さ（規模）や設備利用率の低さ（風況）を
考慮する必要がある。 

太陽光発電は資本費が下がっているが、風力発電は、開発に長期間を要すること、乱流・台風・落雷等の対策費用がかさ
むことや固定価格買取制度導入後に運転開始した案件が少ないこと等の理由もあり、資本費の低下には至っていない。 

【太陽光発電及び風力発電の資本費等の推移】 
(円/kWh) (万円/kW) 

【発電コストの国際比較】 

日本は、23年度コスト等検証委員会報告書の2010年のモデルプラントより。他国は、 
OECD: “Projected Costs of Generating Electricity 2010 Edition”の割引率5%より。 
モデルプラントの諸元に合わせ１ドル=85.74（2010年平均）で換算 

(円/kWh) 

課題５．低コスト化に向けた取組（コストの現状） 

調
達
価
格 

資
本
費 

（注１）調達価格の算定にあたっては、資本費に加え、設備利用率や運転維持費等について
も加味される。 
（注２）平成26年度の10kW未満の太陽光発電設備の調達価格については、補助金の廃止を
調達価格にて加味し算定しているため、費用の低下に比べて調達価格は低下していない。 

（出典）調達価格等算定委員会 

日本 ドイツ 米国 フラン
ス 

中国 ロシア 

想定規模 
(MW) 20 3 150 45 50 100 

資本費 
(万円/kW) 20～35 16.6 16.9 16.4 13.2 16.3 

運転維持費
(円/kWh) 2.6～4.6 3.1 0.7 1.8 1.7 1.3 

設備利用率 20% 23% 41% 27% 27% 32% 
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【陸上風力のコスト構成】 



 風車の発電効率の向上・大型化のため、風車主要コンポーネントの開発や標準化を図る技術開発や、信頼
性・設備利用率向上のため、故障の事故前検出技術の確立等メンテナンス手法の高度化を図る技術開発
を推進。 

 着床式洋上風力及び浮体式洋上風力の実証事業による低コスト化・早期事業化の推進。 

 

素材開発 
部品開発 コンポーネント開発 

故障頻度の低減 
信頼性の向上 

カーボンファイバ 

ベアリング 発電機 ブレード 

発電量の向上 
発電コストの低減 

停止時間の削減 
メンテナンス性の向上 

＜スマートメンテナンス技術研究開発＞ 

様々な風車の健康状態を一覧化 
→メンテナンスの高効率化・低コスト化 

我が国の主要技術
（自動車の状態計
測）の風車版 

＜風車の大型化を伴う部品高度化実用化開発＞ 

詳細設計した部品・コンポーネントの試作、要素試験などを実施。 

実態調査及びシステム開発を基に実証試験などを実施。 

○洋上風力システムの実証研究 
平成27年度概算要求額79.3億円（26年度予算額49.0億円） 

千葉県銚子沖 
（提供：東京電力（株） ） 

福岡県北九州市沖 

（提供：電源開発（株） ） 

更なる低コスト浮
体式洋上風力発
電の実証等 

 福島沖プロジェクトによる
基礎技術の確立 

成果目標：設備利用率２３％（調達価格等算定委員会：２０％） 

＜浮体式洋上風力＞ 

＜着床式洋上風力＞ 

課題５．低コスト化に向けた取組（技術開発・実証） 
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日本風力発電協会からは、下記６つの要望が寄せられている。 

1. 国による意欲的な中長期導入数値目標の早期策定：方針明確化、市場拡大 

2. 適正価格による長期間の買取：事業の採算性・予見性の確保 
 買取価格の利潤配慮期間の延長（環境アセス法対象追加に伴い、実質的に導入が 

3年以上（アセス所要期間は4～5年が実態）遅れているため） 

 設備認定の前倒し（環境アセスメント方法書段階での申請） 

3. 抜本的な系統連系対策の確実な実施：連系可能量拡大 
 電力系統の広域運営の確実な実施 

 地域内基幹送電線の整備・増強及び地域間連系インフラの強化・整備 

 気象予測システムを取り入れた電力系統広域運用システムの早期実用化 

4. 規制・制度改革の推進：開発・建設の迅速化 → 建設コスト低減 
 環境アセスメントの迅速化・合理化 

 第一種農地転用許可制度の円滑・確実な運用 

5. 洋上風力発電の推進：国や地方自治体による支援が必要 
 港湾インフラの整備及び建設船・作業船の整備 

 自治体、港湾管理者、漁業関係者等による導入協議会の設立・促進 

6. 技術開発の更なる推進：早期実用化 
 大型・高性能風車の適用、超大型風車の実用化 → 設備利用率の向上等 

 高性能風況シミュレーション技術の開発・活用 → 故障率の低減等 

 スマートメンテナンス技術の開発・活用 → 設備利用率の向上 

 洋上風力発電の技術に係る研究開発 → 建設・O＆Mコスト低減 

風力発電業界からの要望 
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再生可能エネルギー電源別の課題と推進策 
I. 太陽光 
II. 風力 
III. 地熱 
IV. 水力 
V. バイオマス 



 世界第３位の地熱資源量を誇る我が国では、発電コストも低く、安定的に発電を行うことが可能なベースロー

ド電源を担うエネルギー源である。 

 また、発電後の熱水利用など、エネルギーの多段階利用（ビニールハウス栽培や地域への温泉供給など）も期待さ

れる。 

地熱発電の位置付け（エネルギー基本計画） 

地熱 約８０％ 

風力 約２０％ 

太陽光 約１２％ 

年間発電電力量［億kWh］（左軸）  
設備容量［万kW］（右軸）  

＜出典＞コスト等検証委員会報告書（内閣府：平成23年12月19日） 

＜出典＞「電気事業便覧 平成25年版」（電気事業連合会） 

【電源別の設備利用率】 

【設備容量・発電電力量比較】 

地熱は設備利用率が高い
ため、発電電力量（ｋＷｈ）
の伸びが大きい。 

【地熱熱水の活用事例】 

 
 
 

地熱水利用園芸ハウス団地 

【供給先】 
ホテル等    ３８軒、   保養所               ２５軒、    別荘 ６１３軒、  
商店          １５軒、  貸別荘施設          １軒、     病院     １軒、 
老人ホーム  １軒、  日帰り温泉施設   １軒、 
農業用ハウス ９５棟（冬季のみ） 

○タービンで仕事を終えた温水に蒸気を加えて加温し、

第３セクターに販売。給湯契約をしているホテルや別

荘、ビニールハウスなど７００を超える施設で使用され

ている。 

○従来から温泉熱を利用したハウス栽培が実施されて
いたが、地熱発電所の立地に伴い、温水を近隣のビ
ニールハウスに無償供給。 
○トマトやキュウリを通年栽培し、トマトは森町の基幹作
物の一つとなっている。 

事例①：森発電所（北海道電力（株）、北海道森町） 

事例②：松川地熱発電所（東北水力地熱（株）、岩手県八幡平市） 
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国名 地熱資源量 
（万ｋＷ） 

地熱発電設備容
量（万ｋＷ） 

アメリカ合衆国 ３，０００ ３０９ 

インドネシア ２，７７９ １１９ 

日本 ２，３４７ ５２ 
（２０１２年ベース） 

ケニア ７００ １６ 
フィリピン ６００ １９０ 
メキシコ ６００ ９５ 
アイスランド ５８０ ５７ 

ニュージーランド ３６５ ６２ 

イタリア ３２７ ８４ 
ペルー ３００ ０ 

  
  
 

 我が国の地熱資源量は世界第３位（２、３４７万ｋW）であるが、その設備容量は約５２万ｋWと世界第８位に留

まっており、十分に資源量を活かしきれていない。 

 地熱発電の開発期間は１０年を超えるなど、再生可能エネルギーの中で最も長いことから、固定価格買取制

度導入後においても、認定容量は１．４万ｋWと全認定容量の０．１％にも満たない状況。 

＜出典＞ＪＩＣＡ作成資料（平成２２年）及び産業総合技術研究
所作成資料（平成２０年）等より抜粋して作成 

【主要国における地熱資源量及び地熱発電設備容量】 

地熱開発の現状① 

＜２０１４年８月末時点における再生可能エネルギー発電設備の導入状況＞ 

※  各内訳ごとに、四捨五入しているため、合計において一致しない場合があります。 

設備導入量（運転を開始したもの） 

再生可能エネル
ギー発電設備の種

類 

固定価格買取制度導入前 固定価格買取制度 
導入後 

平成24年6月末までの 
の累積導入量 

平成26年8月末までの 
導入量 

太陽光 
（住宅） 約４７０万ｋＷ ２５６．４万ｋＷ 

太陽光 
（非住宅） 約９０万ｋＷ ９７６．３万ｋＷ 

風力 約２６０万ｋＷ １１．２万ｋＷ 

中小水力 約９６０万ｋＷ ３．０万ｋＷ 

バイオマス 約２３０万ｋＷ ８．９万ｋＷ 

地熱 約５２万ｋＷ ０．０２６万ｋＷ 

合計 約２，０６０万ｋＷ １２５６．０万ｋＷ 
（７７７,０５８件）  

認定容量 

固定価格買取制度導
入後 

平成24年7月～ 
   平成26年8月末 

３０７万ｋＷ 

６,６３６万ｋＷ 

１３０万ｋＷ 

３２万ｋＷ 

１３２万ｋＷ 

１．４２万ｋＷ 

７,２３７万ｋＷ 
 

（１,３６９,３１５件） 

36 



① 所在地 ④ 発電部門 

② 発電所名 ⑤ 蒸気部門 

③ 認可出力（kW） ⑥ 運転開始 

【凡例】 

① 秋田県鹿角市 ④ 東北電力（株） 

② 澄川地熱発電所 ⑤ 三菱マテリアル（株） 

③ 50,000 ⑥ 1995.3 

① 北海道森町 ④ 
北海道電力（株） 

② 森発電所 ⑤ 

③ 25,000 ⑥ 1982.11 

① 秋田県鹿角市 ④ 
三菱マテリアル（株） 

② 大沼地熱発電所 ⑤ 

③ 9,500 ⑥ 1974.6 

① 秋田県湯沢市 ④ 東北電力（株） 

② 上の岱地熱発電所 ⑤ 東北水力地熱（株） 

③ 28,800 ⑥ 1994.3 

① 宮城県大崎市 ④ 
電源開発（株） 

② 鬼首地熱発電所 ⑤ 

③ 15,000 ⑥ 1975.3 

① 岩手県雫石町 ④ 東北電力（株） 

② 葛根田Ⅰ 葛根田Ⅱ ⑤ 東北水力地熱（株） 

③ 50,000 30,000 ⑥ 1978.10 1996.3 

① 福島県柳津町 ④ 東北電力（株） 

② 柳津西山地熱発電所 ⑤ 奥会津地熱（株） 

③ 65,000 ⑥ 1995.5 

① 東京都八丈島 ④ 
東京電力（株） 

② 八丈島地熱発電所 ⑤ 

③ 3,300 ⑥ 1999.8 

① 岩手県八幡平市 ④ 
東北水力地熱（株） 

② 松川地熱発電所 ⑤ 

③ 23,500 ⑥ 1966.10 

① 大分県九重町 ④ 
九州電力（株） 

② 大岳発電所 ⑤ 

③ 12,500 ⑥ 1967.8 

① 大分県別府市 ④ 
（株）杉乃井ホテル 

② 杉乃井地熱発電所 ⑤ 

③ 1,900 ⑥ 1981.3 

① 大分県九重町 ④ 九州電力（株） 

② 滝上発電所 ⑤ 出光大分地熱（株） 

③ 27,500 ⑥ 1996.11 

① 大分県九重町 ④ 
九州電力（株） 

② 八丁原Ⅰ 八丁原Ⅱ ⑤ 

③ 55,000 55,000 ⑥ 1977.6 1990.6 

① 大分県九重町 ④ 
（合）九重観光ホテル 

② 九重地熱発電所 ⑤ 

③ 990 ⑥ 2000.12 

① 鹿児島県霧島市 ④ 九州電力（株） 

② 大霧発電所 ⑤ 日鉄鉱業（株） 

③ 30,000 ⑥ 1996.11 

① 鹿児島県霧島市 ④ 
大和紡観光（株） 

② 霧島国際ホテル ⑤ 

③ 100 ⑥ 2006.8 

① 鹿児島県指宿市 ④ 
九州電力（株） 

② 山川発電所 ⑤ 

③ 30,000 ⑥ 1995.3 

：第１種特別地域 

：第２・３種特別地域 
：普通地域 
：国立・国定公園外 

※２，０００ｋｗのバイナリー発電を2006.4より運転開始 

（参考）固定価格買取制度創設（H24.7）前に稼働した地熱発電所（17カ所、合計出力約52万ｋW） 
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平成２６年１１月末時点 



平成２６年１１月末時点 

（参考）固定価格買取制度創設（H24.7）後に稼働した地熱発電所（７カ所、合計出力約７６１ｋW） 
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① 所在地 ④ 発電部門 

② 発電所名 ⑤ 蒸気部門 

③ 認定出力（kW） ⑥ 運転開始 

【凡例】 

① 大分県別府市 ④ 
（株）瀬戸内自然 

エナジー 
② 

瀬戸内自然 
エナジー発電所 ⑤ 

③ 48 ⑥ 2013.1 

：第１種特別地域 

：第２・３種特別地域 
：普通地域 
：国立・国定公園外 

① 大分県別府市 ④ 
西日本地熱発電

（株） 
② 

五湯苑地熱 
発電所 ⑤ 

③ 92 ⑥ 2014.1 

① 熊本県小国町 ④ 
合同会社小国まつや

発電所 
② 

小国まつや 
発電所 ⑤ 

③ 50 ⑥ 2014.4 

① 長野県高山村 ④ 
七味温泉 
ホテル（株） 

② 
七味温泉ホテル渓山亭

バイナリー発電所 ⑤ 

③ 20 ⑥ 2014.4 

① 兵庫県新温泉町 ④ 

新温泉町 

② 

湯村温泉観光交流セン
ター薬師湯 温泉バイナ

リー発電所 ⑤ 

③ 40 ⑥ 2014.4 

【自家消費型】 

① 大分県別府市 ④ 地熱ワールド 
工業（株） ② 亀の井発電所 ⑤ 

③ 11 ⑥ 2014.11 

＜固定価格買取制度を利用した地熱発電設備の認定状況＞ 
認定容量：１．４２万kW 
（平成２４年７月～平成２６年７月末） 
 ※固定価格買取制度の認定を受けた地熱発電設備 

   のうち、運転を開始したものは約２１０kW（兵庫県新 

   温泉町の自家消費分（４０ｋW）を除いたもの） 
  

① 大分県別府市 ④ 
（株）コスモテック 

② 
コスモテック別府
バイナリー発電所 ⑤ 

③ 500 ⑥ 2014.11 



探査（調査井掘削等） 
生産井・還元井掘削 発電設備設置 地

元
調
整
中 

地表調査 環境アセスメント 

小安 
（秋田県湯沢市） 

木地山・下の岱 

（秋田県湯沢市） 
安比 

（岩手県八幡平市） 

松尾八幡平 
（岩手県八幡平市） 

豊羽 
（北海道札幌市） 

阿女鱒岳 
（北海道赤井川村他） 

武佐岳 
（北海道標津町） 

山葵沢 
（秋田県湯沢市） 

吾妻・安達太良
地域 

（福島県福島市他） 

平治岳 
（大分県九重町他） 

フレベツ 
（北海道釧路市） 

白水越 
（鹿児島県霧島市） 

（一定規模以上で必須） 

※環境アセス不要 

ひいじだけ しらみずごえ 

きじやま・したのたい とよは 

まつおはちまんたい 

あめますだけ 

むさだけ 

おやす 

あっぴ 

わさびざわ 

ﾄﾑﾗｳｼ周辺 
（北海道新得町） 

奥尻 
（北海道奥尻町） 

菅原 
（大分県九重町） 上川 

（北海道上川町） 
※環境アセス不要 ※環境アセス不要 

磐梯地域 
（福島県磐梯町

他） 

事
業
化
判
断 

土湯 
（福島県福島市） 

※環境アセス不要 

南茅部 
（北海道函館市） 

開発地域名称 
（場所） 

凡例： 

開発地域名称 
（場所） 

国立・国定公園案件 
（第２・３種地域内） 

第２・３種地域外案件 
（普通地域含む） 

八甲田 
（青森県青森市） 

※環境アセス不要 

※環境アセス不要 

地熱開発の現状② 

小国 
（熊本県小国市） 

※環境アセス不要 

鰻池 
（鹿児島県指宿市） 

※環境アセス不要 

下風呂 
（青森県風間裏村） 

しもふろ 

※環境アセス不要 

みなみかやべ 

  
  
 

想定最大出力 想定最大出力 想定最大出力 
その他２７件程度 その他７件程度 

約５２万ｋW 約３２万ｋW 約６万ｋW 

その他１８件程度 

 現在、調査・開発を実施中である案件（２０２５年頃稼働予定）の想定最高出力は合計約３８万ｋW （うちバイ

ナリー発電を想定しているものが１．５万ｋW）。 

 なお、この他に地元調整中の案件が合計約５２万ｋWあるが、 このうち、地元からの慎重意見が強いものが約

３７万ｋＷ含まれる 。 

約２年 約３～４年 約３～４年 約３年 

掘削調査 
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過去の地熱発電における導入見通し（２０３０年時点） 

  
  
 

 現状のままでは、地元調整中の案件を含めても、過去における導入見通しのいずれも達成できない。 

 ポテンシャルを活かし、地熱を最大限導入していくためには、１エリアあたり１０万ｋW級（エリア内に数カ所の

発電所を想定）の大規模開発を国を挙げて支援していくことが必要。 

過去の導入目標値 
（２０３０年時点） 見通し・最大導入可能量 備考 

①エネルギー基本計画における 
 再生可能エネルギーの絵姿 
 （平成２２年６月策定） 

見通し：１６５万ｋW 再エネ導入率２１％ 

②革新的エネルギー・環境戦略 
 （平成２４年９月策定） 見通し：３１２万ｋW 再エネ導入率３０％ 

現存の検討案件が全て成功した
場合 最大導入可能量：１４２万ｋW？ 

【算定根拠】 
・５２万ｋW（既存発電所合計） 
・３８万ｋW（調査・開発段階合計） 
・５２万ｋW？（地元調整段階合計） 
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地熱の大規模開発を促進するための課題と対応 

 地熱の大規模開発を促進するためには、５つの課題について政府一体となった対応が必要。 
  
  
 

１．新規地点の更なる創出 

 国立・国定公園内等における空中物理探査の

円滑な実施 

２．発電出力の最大化対策 

  国立・国定公園第２・３種地域における高さ規 

  制対策 

４．地元との合意形成の促進 

  温泉事業者や自然保護団体などの地熱開発 

  に対する理解を促進 

３．長期に渡る開発期間の短縮化 

 ４年程度かかる環境アセスメントの半減 

５．開発コストの更なる低減 

  地熱資源探査技術の高度化 
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 ３０MW地熱発電所の標準的な建設コストは約２５８億円。 
 このうち、調査・設計費は２５％、設備費は５６％、工事費は１４％、諸経費は６％を占める。 

操業費（修繕費・人件費等、 
１５年間平均）（百万円） ２５２ 

補充生産井掘削費（※） 
（１５年間合計）（百万円） ２，１６０ 

補充還元井掘削費（※） 
（１５年間合計）（百万円） ２，１８７ 

主要設備耐用年：１５年償却 
発電所耐用年：３１年償却 
井戸耐用年：１０年償却 

※１５年間で生産井を５本（４、７、９、１１、 
    １３年目）、還元井を１４本（２年目から 
  毎年）掘削する。 

【出所】日本地熱開発企業協議会 
    （2012年3月19日） 

（参考）地熱発電所の建設コスト等について 
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課題１．新規地点の更なる創出 

○国立・国定公園内等における空中物理探査の円滑な実施 

・空中物理探査は、ヘリコプターを活用した初期調査（地熱に適した地

質構造の把握）であり、通常の地表調査（徒歩による調査）の数十倍

の地域を短期間にて調査できる最新の高精度の探査手法である。 
・平成２５年度にＪＯＧＭＥＣにて国内で初めて導入され、今後は、国

立・国定公園内等を始めとした地熱調査が行われていない地域を中

心に実施して、有望エリアを絞り込み、その活用策を検討する。 
・なお、調査の実施にあたっては、森林部に生息するイヌワシやクマタ

カなどの稀少猛禽類などの繁殖等に配慮しつつ、円滑に行う。 

空中物理探査風景 
（時速７０ｋｍで地上を探査） 
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課題２．発電出力の最大化対策 

○国立・国定公園第２・３種地域における高さ規制対策 

＜タービン建屋の高さと発電規模の関係＞ 
１３．０ｍまでとなると、現状１．５万ｋＷが最大出力となる。 
○１３．０ｍ・・・最大１．５万ｋWまで 
○１５．７ｍ・・・最大３．０万ｋWまで 
○１９．０ｍ・・・最大１２．０万ｋWまで 

【（参考）既設発電所（５万ｋW）における平均高さ】 
○タービン建屋高さの平均は２３．５ｍ 
○冷却塔高さの平均は２０．１ｍ 

・平成２４年３月に発出された環境省通知によって、第２・３種地域に

おける開発が可能となったが、当該地域内における建築物（タービ

ン建屋などは対象、冷却塔は対象外）の高さを、原則１３ｍ以下と

するよう自然公園法施行規則にて規定されている。 

・現在、当該通知により、８地点において大規模開発を念頭とした調査が

進捗（地元調整中を含む）していることからも、風致景観等に配慮しつつ、

地熱資源を最大限活用した開発が求められる。 

・なお、同施行規則では、特定の場合には１３ｍを超えることも例外的

に認められており、実際に八丁原（はっちょうばる）地熱発電所（大分県・

九州電力）のような１３ｍを超える建築物が建てられている優良事例があ

る。これを参考に、今後、優良事例を増やしていく取組が必要である。 

2号機 
18.7ｍ 

1号機 
17.7ｍ 

22.0ｍ 

冷却塔：建築物にあた
らないため規制対象外 

タービン建屋：
規制対象 

八丁原地熱発電所（国立・国定公園内） 
※公園内に立地する大規模優良事例発電所 
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課題３．長期に渡る開発期間（１０年超）の短縮化 

○環境アセスメントの円滑／迅速な実施 

・地熱について、７，５００ｋW以上※の開発を実施する場合には、環境アセスメントが必要であり、その期

間が４年程度と長期に渡ることから、円滑且つ迅速な実施が求められる。 
・なお、環境アセスメントの迅速化については、現在４年程度を半減することを目標とした実証事業を平成

２６年度から実施しているほか、環境アセスメントにかかる国の審査期間を短縮するための取組を実施中。 

【環境アセスメント調査早期実施実証】 

（平成26年度：20億円、平成27年度概算要求：20億円） 

※７，５００ｋW～１０，０００ｋWまでについては、経済産業大臣が個別にアセスの実施について判断。 

45 



課題４．地元との合意形成の促進 

・地熱開発をより一層促進するため、温泉事業者や自然保護団体等に対し、推進側・規制側の垣根を越え、
政府及び事業者が一体となって地元自治体と協力しつつ地元 調整を行い、地熱開発に係る理解を促進
することが必要。 

・地熱開発の導入を促進するために、地元調整の円滑化や地域振興等の観点から、自治体の担う役割は

大きい。そのため、全国各地域の取組事例や地熱に係る技術動向の共有といった情報の交換・連絡の推進

を図ることを目的として、地熱開発に係る自治体連絡会議（全国１５８の県や市などが参加）を経済産業省に

設置（平成２６年６月１２日プレスリリース） 。 

・今年は７月から９月にかけて、全国の７ブロックにて開催し、全国における地熱発電を活用した地域振興事

例（成功事例）や、各種予算措置について紹介を実施。 

○自治体連絡会を活用した成功事例の共有 

○政府及び事業者が一体となった地元調整 

＜ブロック連絡会議＞ 
 参加自治体：全国１５８の県や市など 
 開催場所：各経済産業局管内をベースに全国の７ブロックで開催 
        ①北海道局管内、②東北局管内、③関東局管内、④中部局管内、⑤北陸支局管内、 
        ⑥近畿局管内・中国局管内及び四国局管内、⑦九州局管内及び沖縄総合事務局管内 
 開催日程：毎年１回程度を目処に開催予定。 
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課題５．開発コストの更なる低減 

○地熱資源探査技術等の高度化 

・地熱発電における高い開発コストやリスク等の課題を解決するため、地下の地熱資源をより正確に把握
するための技術開発等を平成２５年度より実施。 
・当該技術により、現状の掘削成功率（ ５０％ ）を高める（概ね８０％）ことで、掘削失敗リスク（１坑井約５億
円）を低減し、よって開発の低コスト化を実現する。 
 
（平成26年度予算：29億円,平成27年度概算要求：29億円） 

【地熱貯留層探査技術】 

地熱貯留層の分布が鮮明に 地下の地熱貯留層の分布が不鮮明 
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１．電源の性質に応じた固定価格買取制度の恒久的運用 

 地熱発電の調査・開発は、大規模な開発ではリードタイムが１０年を超えるため、現時点で直ちに調査・開発
に着手したとしても、固定価格買取制度の申請・設備認定に至るまで数年を要することから、この法律の恒久
的な運用が望まれる。 
 
２．導入量に応じた買取価格の決定（導入が進まない段階における価格の長期固定化） 
 開発期間が長いことからも、導入が進まない段階での価格変更は、場合によっては撤退もあり得るなどの事
業リスクである。そのため、導入が進まない段階での価格変更がなされないよう、価格の長期固定措置が望ま
れる。 
 
３．地熱をベースロード電源として原則受け入れ 

 太陽光発電の大量申請により、系統への接続申請の回答保留問題が生じている。特に地熱資源の多い、北

海道・東北・九州のいずれの地域においても保留となっているが、地熱発電は系統への負荷の少ないベース

ロード電源であることから、接続申請回答保留の対象外としていただきたい。 

 

４．系統連系増強費用の問題 

 地熱発電は山間地に立地するため、既設変電所までの距離が長く（買取価格では15kmのコストを見込み済

み）、かつ、開発に至るリードタイムが長い。よって、他の電源種により送電線の容量が先に満杯になり、変電

所の増設などに数億規模の想定以上のコストがかかることがある。このような系統増強費用などについて、新

たに賦課金の対象とすることや、補助金などによる支援が望まれる。 

地熱発電業界からの要望 
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再生可能エネルギー電源別の課題と推進策 
I. 太陽光 
II. 風力 
III. 地熱 
IV. 水力 
V. バイオマス 
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水力発電の課題と対応 

 水力発電は、渇水の問題を除き、安定供給性に優れたエネルギー源としての役割を果たしており、引き続き
重要な役割を担うものである。  

 このうち、一般水力（流れ込み式）については、運転コストが低く、ベースロード電源として、また、揚水式に
ついては、発電量の調整が容易であり、ピーク電源としての役割を担っている。  

 中小水力については、安定供給性に優れているが、開発地点が奥地化、小規模化しているため、従来の開
発案件に比較して発電コストは高い。 

水力発電の位置付け 

水力発電の位置付けと課題 
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１．発電設備の低コスト化 

 技術開発・実証事業の推進 

２．事業組成の円滑化 

  流量調査の促進、効率化 

  地元調整の円滑化 

  資金調達環境の整備 



中小水力発電は明治時代から継続的に開発が行われてきており、これまでの累積導入量は約960万kW。建設
から既に数十年を経ているものが多く、近年、既設案件の更新が増えている。 

固定価格買取制度導入後の認定量は、これまでに32万kW、そのうちの3.0万kWが導入されているにとどまる状
況。 
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更新（1000～30000kW） 

更新（1000kW未満） 

新設（1000～30000kW） 
新設（1000kW未満） 

＜中小水力発電所の整備数、更新数の推移＞ 

（件数） 

中小水力発電の開発の現状① 

51 出典：資源エネルギー庁「包蔵水力調査」（平成２５年３月末時点） 

（年） 

＜２０１４年８月末時点における再生可能 
エネルギー発電設備の導入状況＞ 

※各内訳ごとに、四捨五入しているため、合計において一致しない場合が
ある。 

設備導入量（運転を開始したもの） 

再生可能エネル
ギー発電設備の種

類 

固定価格買取制度導入前 固定価格買取制度 
導入後 

平成24年6月末までの 
の累積導入量 

平成26年8月末までの 
導入量 

太陽光 
（住宅） 約４７０万ｋＷ ２５６．４万ｋＷ 

太陽光 
（非住宅） 約９０万ｋＷ ９７６．３万ｋＷ 

風力 約２６０万ｋＷ １１．２万ｋＷ 

中小水力 約９６０万ｋＷ ３．０万ｋＷ 

バイオマス 約２３０万ｋＷ ８．９万ｋＷ 

地熱 約５２万ｋＷ ０．０２６万ｋＷ 

合計 約２，０６０万ｋＷ １２５６．０万ｋＷ 
（７７７,０５８件）  

認定容量 

固定価格買取制度導
入後 

平成24年7月～ 
   平成26年8月末 

３０７万ｋＷ 

６,６３６万ｋＷ 

１３０万ｋＷ 

３２万ｋＷ 

１３２万ｋＷ 

１．４２万ｋＷ 

７,２３７万ｋＷ 
 

（１,３６９,３１５件） 



大規模地点は既に開発済みであり、今後は中小規模地点の開発が中心となる。国産エネルギー、出力の安
定した電源の確保という面から、引き続き開発を進めていく。 

＜河川における包蔵水力＞ 

中小水力発電の開発の現状② 

02004006008001,000

100,000kW以上 

50,000kW～   
100,000kW 

30,000kW～
50,000kW 

10,000kW～
30,000kW 

 5,000kW～
10,000kW 

3,000kW～
5,000kW 

1,000kW～
3,000kW 

1,000kW未満 

0 500 1000 1500 2000

大規模は既に多くが開発済 

未開発のポテンシャルは 
３万ｋＷ未満の中小水力が中心 

■未開発 
■工事中 
■既開発 

 出力ベース 地点ベース 

出典：資源エネルギー庁「包蔵水力調査」（平成２５年３月末時点） 

3万kW以上 
大規模水力 

3万kW未満 
中小水力 

[万kW] [箇所] 
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高難易度 

低難易度 

高経済性 

未開発有望地点 
16万kW 

＜中小水力の未開発地点の開発ポテンシャル＞ 

低経済性 

（出典）経済産業省 平成２５年度中小水力開発促進指導事業基礎調査（未開発地点開発可能性調査）報告書 

中小水力発電の未開発地点の現状 
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経済性レベルは、IRR：自己資本内部収益
率(株主が投資リスクが同等の他の投資案
件と比べて収益性・投資利回りが高いかど
うかを評価し、投資の是非を判断するため
の指標）で評価しており、レベル３は7%
以上、レベル２は3%以上、レベル１は
0%以上で、レベル０は0%より小さいと
設定。 
 
開発難易度ランクは、自然公園法や野生生
物保護法などの法規制、既得水利権との調
整や漁協、地元との調整等を勘案し、障害
が特にない地点～障害の解決が極めて困難
な地点を４つに区分した。 

ポ
テ
ン
シ
ャ
ル
量
（
出
力

M
W

) 
 

開発可能地点
144万kW 

中小水力の未開発地点の多くは、奥地化や小規模化等により経済性が低い、または自然・社会環境への影響
が大きく、開発難易度が高いのが実態。 

有望な未開発地点の発電出力は16万kW（IRR3%以上の経済性を有し、自然・社会環境上、開発が可能と判断
される地点）。自然・社会環境への影響の大きい高難易度の地点を進めるには障害が大きく、今後、さらに水力
発電量を拡大していくとすれば、経済性の低い地点への展開が重要となり、開発コストが課題となる。 



中小水力発電所の建設にあたっては、同規模の開発であっても発電所の設置場所毎に条件が大きく異なる。
特に奥地の開発においては、導水路やトンネルなどの土木設備の延長が長く、作業環境も悪いため、建設コ
ストが増加。 

流れ込み式 
（奥地でない場合） 

流れ込み式 
（奥地の場合） 未利用落差 

ポテンシャル 小 大 中 

経済性 中 低 高 

自然・社会環境上の困難度 個別地点の状況による 

導水路工事 短 長 なし 

200kW 
モデルケース
（コスト比率） 

土木設備 3.0億円（58%） 8.0億円（78%） 0.5億円（19%） 

発電設備 2.2億円（42%） 2.2億円（22%） 2.2億円（81%） 

計 5.2億円 10.2億円 2.7億円 

kW単価 260万円/kW 501万円/kW 135万円/kW 

開発コストの類型ごとの比較 
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未利用落差の活用など、トータルの経済性は比較的高いものの、導入する発電設備のコストが高いもの
については、技術開発や実証の推進により、経済性を高める余地がある。 

このため、小水力発電設備のコスト低減や効率化等に資する技術の開発・実証実験を支援し、低落差水
路での発電や高効率水車形状の解析及び新規製造手法の開発等を進めている。 

低落差水路での発電 
落差が低い水路で発電が可能な「らせん水車」の
実証実験 
高効率水車の開発により、従来では経済性が低
く発電が行えなかった地点の活用を推進 
（日本工営㈱、薩摩川内市・出力30kW） 

高効率水車形状の解析 
数値解析により高効率な水車形状をデザイン。 
また、切削により水車を製造する手法によりコストを
削減。 
（㈱関電工ほか３社・出力１６０ｋW） 

課題１．発電設備の低コスト化 
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＜小水力発電導入促進モデル事業による技術開発や実証の事例＞（平成２６年度予算：9億円） 



 １年～数年 数ヶ月 1年程度 

接続 
契約 

設備 
認定 

機
械
設
備
設
置 

流
量
調
査 

土
木
設
備
着
工 

融資決定 

概
要
設
計 

事前協議 
（地主、地元住民、 
各種規制、他） 

詳細設計（土木） 

詳細設計
（機械） 

土
木
設
備
発
注 

事
業
化
最
終
決
定 

運
転
開
始 機械設備発注 

各法手続 

数年～十年の流量調査が必要 
（農業用水等で流量が安定的な
場合、１年～数年） 

事
業
化
検
討
開
始 

地元調整・水利調整（農業、漁業ほ
か）・各種規制の知識が必要 

事業者に資金力がない場合、融資が受けられない。 
また、短期回収などの難易度の高い事業計画が必要。 

奥地化、小規模化による
コスト増 

流れ込み
式等 
農業用水等 

中小水力発電では流量変化が事業採算性に直結する。事業リスクの低減や越流対策など安全性確保のため
に長期間の流量調査が必要（例えば、水利使用許可申請時に概ね１０年間程度の流量データを提出）。 
また、水の利用にあたっての地元調整により案件形成に時間が掛かっているため、経済性の高い地点の開発
が進まないケースも。 
水力発電は、高いイニシャルコストを長い事業期間で回収することが必要であるため、そのリスクを許容できる
事業者や金融機関が少ない。 

課題２．事業組成の円滑化 

 数年～10年 数ヶ月～数年 数ヶ月    数年 

数ヶ月～数年 
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①系統への優先受け入れ 
 系統運用に影響が少ない安定的な中小水力発電については、優先的に系統へ接続できる措置を講ずること。 
 
②設備認定に係る運用見直し 
 現制度では、設備認定に製造事業者名及び型式番号等が必要となるが、水力発電設備のほとんどが受注生
産であり、工事発注後に決定するため、工事発注後にしか設備認定を受けることができない。詳細設計の決定
仕様書等をもって設備認定を行うなど工事着手前に設備認定を受けられるよう設備認定時期の前倒し措置を
講ずること。 
 
③利潤配慮期間の延長について 
 水力発電は開発のリードタイムが長いため、3年間の利潤配慮期間では導入が進んでいない。期間を延長し、
開発促進に配慮した措置を講ずること。 
 
④連系接続に係る情報公開 
 計画立案段階で電力会社より連系可能容量や連系費用等の提示が速やかになされるよう措置を講ずること。 
 
⑤運用期間への配慮 
 固定価格買取制度の水力発電所の買取期間については、他の電源と同様20年が設定されているが、水力の
総合償却期間は45年と長いことから、20年以降も売電収入が安定する措置を講ずること。 

中小水力発電業界からの要望 

57 



再生可能エネルギー電源別の課題と推進策 
I. 太陽光 
II. 風力 
III. 地熱 
IV. 水力 
V. バイオマス 
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 バイオマス発電は、燃料を安定的に確保できれば、出力変動が小さく、稼働率が高い安定電源。また、地域に

賦存する資源を活用することで、地域活性化にも資する重要なエネルギー源になる。 

 バイオマス発電は、燃料や技術が多様であり、出力調整が容易で電力系統の安定性に寄与するものや、出力

調整が困難なものまで千差万別。 

 今後、バイオマス発電の更なる導入に向けて、バイオマスの特徴を踏まえて対応していくことが重要。 

バイオマス発電の位置付けと課題 

バイオマス発電の位置付け 

１．木材の安定供給体制の構築 

 ◆集約化・路網整備等を通じた効率的な素材生産 

 ◆川上・川下連携による大ロット化や直送化等 
 
２．地域の実態に即したバイオマス発電の推進 

 ◆固定価格買取制度による支援  

 ◆設備導入補助金による支援 

 ◆小規模発電技術の開発 

 ◆地域に密着した技術的な支援 
 

３．新規参入リスクの低減 

 ◆資源量情報の整備 

 ◆自治体によるサポート体制（相談窓口等）の整備 

木質バイオマスの課題と対応 

１．原料収集体制の構築 

 ◆地域の合意形成や事業実現可能性調査等の地域 

一体となった取組への支援（新規参入リスクの低減） 

 

２．メタン発酵消化液の有効利用 

 ◆消化液の液肥利用の促進（効果の検証・品質の向上） 

 ◆成功事例の横展開による認知度の向上 
 

３．熱利用の推進 

 ◆自治体によるサポート体制（マッチング支援や相談窓口

等）の整備 

 ◆成功事例の横展開による認知度の向上 
 
 

メタン発酵ガスの課題と対応 
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 バイオマス発電は、設備認定を受けたが運転開始に至ってないものも合わせると、約３６０万ｋＷに達している
状況。 

 他方、導入量の内訳をみると、一般木材・リサイクル材と一般廃棄物がその大半を占めている。他方、未利用
木材とメタン発酵ガスはその潜在量が生かされておらず、今後、地域活性化を進める観点においても、これら
を推進していくことが重要。 

 また、一般廃棄物については、未利用木材とメタン発酵ガスと同様、地域活性化の観点から、引き続き重要。 

【２０１４年８月末時点における導入状況（運転開始済＋設備認定のみ）】 

運転開始済 設備認定のみ 

ＦＩＴ導入前 ＦＩＴ導入後 ＦＩＴ導入後 

バイオマス 約２３０万ｋＷ 約９万ｋＷ 約１２０万ｋＷ 

【バイオマス燃料ごとの内訳】 

運転開始済 設備認定のみ 合計 

メタン発酵ガス ０．８％ ０．３％ １．１％ 

未利用木材 
（間伐材由来） 

１．６％ ８．６％ １０．２％ 

一般木材 
（ＰＫＳ，輸入材）、 
リサイクル材 

（建設資材廃棄物） 

２５．９％ ２３．０％ ４８．９％ 

一般廃棄物 
（可燃ごみ） 

３６．５％ ３．４％ ３９．９％ 

バイオマス発電の導入状況 
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 従来は森林に残置されてきた林地残材等の木質バイオマスを燃料として利用することにより、新たに未利
用材に価値が生まれることを通じて雇用や所得機会が創出され、地域及び林業の活性化、ひいては森林
の整備・保全にもつながる。 

 木質バイオマス発電は、長期にわたり安定的な木材の需要先となりうるものであり、製材用や合板用等を
含めた木材需要全体の拡大を通じて、木材の安定供給体制の構築の推進にもつながる。 

 例えば、モデルケースの５，０００ｋＷの木質バイオマス発電では、発電所の運営に１０人以上、未利用材の
収集・運搬、加工等の周辺事業を含めると５０人以上の雇用創出効果がある。 

【木質バイオマス発電までのプロセス】 

【木材収集段階】 
木材を安定的に供給できる
よう、森林施業の低コスト化
が重要 

【燃料の生産・加工段階】 
需要者のニーズに応えられるよ
う、品質・価格、量などの面で競
争力の向上が重要 

【発電段階】 
エネルギーを有効に活用しつつ、
安定的に電気を供給できる環境
整備が重要 

（出典）木質バイオマスエネルギー利用推進協議会HP 

木質バイオマス発電について 
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 林内に残置されている未利用間伐材の国内賦存量は約２，０００万㎥／年と見込まれており、仮に、全量を発
電のみに利用した場合、１００万ｋＷの発電容量（※）を有する。 

 他方、間伐材の活用（発電目的以外も含めて）は近年伸びてきているが、１２０万㎥程度に止まっている。 
 設備認定済の木質バイオマス発電所の発電出力を比較すると、一般木材（ＰＫＳ、輸入木材等）やリサイクル材

を主な燃料としたものがほとんどであり、未利用木材の利用が進んでいない。 
 なお、未利用木材を利用したバイオマス発電でも、安定供給確保等の観点から、未利用木材のみで発電を計

画・実施している案件は一部にとどまる。 

【木質バイオマス賦存量と利用可能量】 

【木質バイオマス利用量（間伐材等由来）】 

２１年度 ２２年度 ２３年度 ２４年度 ２５年度 

31.5万㎥ 55万㎥ 71.7万㎥ 88.5万㎥ 121.1万㎥ 

出典：農林水産省「バイオマス活用基本計画」（平成22年）を基に作成。 

利用 

未利用 

※１０万㎥／年＝５，０００ｋＷと仮定 

出典：農林水産省「政策評価書」（平成25年） 

95% 

90% 

ほとんど未利用 

5% 

10% 

未利用間伐材等 
（約2,000万m3） 

製材工場等残材 
（約850万m3） 

建設発生木材 
（約1,000万m3） 

未利用間伐材等 
(約2,000万m3/年) 
 
製材工場等残材 
(約850万m3/年) 
 
建設発生木材 
(約1,000万ｍ3/年) 
 

木質バイオマス発電の現状 

【発電出力比較（未利用木材 vs  一般木材、リサイクル材）】 
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【未利用木材を利用するバイオマス発電における未利用木材の利用割合別比較】 
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68% 
11% 

6% 

9% 
6% 

木質バイオマス発電所の原価構成の例 

燃料費 

減価償却費 

人件費 

保守点検費 

灰処理費 

3,823円 
34% 

2,761円 
25% 

1,812円 
16% 

2,793円 
25% 

木質チップ製造コスト（ｔ当たり平均値） 

原料搬出コスト 

原料運搬コスト 

チップ加工コスト 

チップ運搬コスト 

※丸太＋端材をフォワーダで搬出し、運材トラックでチップ工場まで運
搬し、チップ化後、発電所まで運搬した場合の平均値 

※FIT認定を受け、現在稼働している木質バイオマス発電所（5,700kW） 

原価構成の7割近くを燃料費が占めている。 

 木質バイオマス発電所におけるコストでは、燃料費の占める割合が大きい。 
 燃料費の内訳をみると、原料の搬出・運搬、チップの加工・運搬を含めたサプライチェーン全体のコストが高

くなっており、効率性を高めることが重要。 

出典：木質バイオマスエネルギー利用推進協議会「発電・熱供給・熱電併給推進のための調査」 

木質バイオマス発電の発電コスト 
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 国内における木材の安定供給体制を確立するためには、集約化・路網整備等を通じた効率的な素材生産、
川上・川下連携による大ロット化や直送化等が不可欠。また、木質バイオマスのエネルギー利用など新たな
ニーズにも対応できるよう、サプライチェーンの構築が不可欠。 

持続可能な森林経営 
 
 
 
 
 

 

・施業集約化の推進 
・路網整備の推進 
・効率的な作業システムの導入 
・人材の育成 

川 上 

○多様で健全な森林の整備 

○効率的な木材生産 

消費者 
 
 
 
 
 

○品質・性能の優れた住宅 
 

〇マイホームでの安らぎ（木の
温もりなど） 

木材のサプライチェーンの構築 

川中・川下 
・大ロット化、直送化等 
・乾燥材や集成材など 
 品質・性能の確かな製品 

・新たな需要の創出 
 （CLT（※）、ｴﾈﾙｷﾞｰ利用など） 
・木材利用の拡大 連携強化 

 
・需給情報の共有 
・川上と川中・川下を
繋ぐ人材の育成 

・安定供給協定の締
結 

 

課題１．木材の安定供給体制の構築 

64 ※ＣＬＴは板の層を各層で互いに直交するように積層接着した厚型パネルのことを指す。 



間伐材の有効利用に向け
た作業システムの検証 

木質バイオマス燃料とし
ての品質性能の分析等 

既存チップ工場の拡充に加え、新設工場も今後稼働
する予定 

真庭バイオマス発電事業推
進協議会 

燃料部会 発電部会 推進部会 

H24.8.29発足 

真庭バイオマス発電株式会社 H25.2.4 
設立 

木質資源安定供給協議会 H25.3.22 
発足 

協定締結 真庭木材事
業協同組合 
一般材 
58,000ｔ 

真  庭 
バイオマス
発電（株） 

 
10,000kw 

 
木質燃料 
148,000t 

真庭地域 
 

素材生産
業者 
（8社） 

 
森林組合 
（1組合） 
70,000ｔ 

 
真庭地域内 
チップ加工 
（５社） 

 
未利用材 
90,000t 

 
 

真庭地域 
製材工場 
（6社） 

58,000t 

原木 

木質チップ 木質チップ 

協定締結 

協定締結 

真庭地域外 
森林組合等 
（2組合） 
20,000ｔ 

原木 

協定締結 

協定締結 

木質チップ 

真庭バイオマス発電株式会社への燃料供給計画 

 岡山県内の素材生産業者、製材所等木材関連業者、発電事業者等が協定を結び、原料の安定供給体制を

構築。 

 また、「木質資源安定供給協議会」が核となり、山側に利益が還元できる安定的で継続的な仕組みづく

り、施設整備及び未利用間伐材の燃料としての品質改善等に取り組んでいくこととしている。 

（参考）真庭バイオマス発電（株）の取組（岡山県真庭市） 
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 未利用木材を広域的に調達できる適地は限定されており、地域に賦存する資源量に合わせてバイオマス発電
を推進する場合、自治体をはじめ地域が主体となって、資源状況等を踏まえて取り組むことが重要。 

 他方、利用できる未利用木材の資源量が少ない場合、発電コストが相対的に高い側面があり、地域のエネル
ギー需要に対応した、小規模型、熱電併給（コージェネ）型、自家消費型の推進、効率的な発電技術の開発や
技術者の育成等も合わせて、関係省庁が連携して取り組んでいくことが重要。  

課題２．地域の実態に即したバイオマス発電の推進 

【課題解決のための推進施策】 

地域の特性や取組に応じた専門家等の現地派遣、相談窓口による問合せ対応、
小規模発電に関する研修会等の開催。 

より低コストで効率の高い小規模発電技術、ガス化発電の安定稼働に影響を及
ぼすタールの効率的な除去方法等の開発。 

地域に密着した 
技術的な支援 

熱電併給や 
小規模発電技術の開発 

未利用木材（３２円）の区分を設定して支援。なお、小規模木質バイオマス発電
の別区分化についても、引き続き調達価格等算定委員会で検討。 固定価格買取制度による支援 

「固定価格買取制度」を利用しない自家消費型の設備や熱利用設備に対して、
導入費用の一部を支援。 

関連設備の導入 
に対する支援 
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＜概要＞ 
・ 事業実施主体：やまがたグリーンパワー（株） 
 

         （山形県村山市） 
・ 発 電 設 備 ：木質バイオマス発電 
         発電出力  2,000kW 
         発電電力量 1,500万kWh/年 
・ 燃    料：木質チップ（間伐材、伐採木、伐根、

さくらんぼの剪定枝等）  
         約２万トン/年 
・ 建  設  費：約15億円 
・ 運転開始時期：平成19年１月 
 

＜特徴＞ 
・ １日60トンの地域の林業系バイオマス資源（間伐材、
伐採木、伐根、さくらんぼの剪定枝等）を原料としてガ
ス化発電を行い、得られた電気を売電。 

・ 未利用の間伐材等を購入することにより、地域の森林
の維持・保全、林業経営の改善に寄与。 

・ 発電の副産物として発生する木酢液は、無償で近隣の
農家に提供。 

・ 平成23年７月からは、東日本大震災の被災地である宮
城県気仙沼市からの木質がれきも受け入れ。 

発電施設の外観 

チップ化した原料 

発電機 

（事例）未利用木材の積極的利用の例 
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自治体と地元森林組合の業務に必要な
情報を個人情報に配慮した上で、共有化 
→将来の木質バイオマスエネルギーの 安
定供給に資する資源量推計機能を 開発・
搭載 

 バイオマス発電事業に参入する際、地域の資源量及び利用可能量の把握が重要。新規参入のリスクを低減
すべく、資源量情報の整備及び自治体によるサポート体制（相談窓口等）の整備が必要。 

 また、発電事業者は計画を円滑に進めるためには、地域住民からの事前同意と系統接続等を考慮。 

森林林業クラウド 

森林情報データベース 

自治体と地元森林組合が保有する森
林管理と森林資源の把握に必要な多
数の情報を電子化 
→地理空間情報を付与し、森林林 
 業クラウドでの利用が可能 

森林資源モニタリング 
カメラを装着したＧＰＳ機能搭載のラ
ジコンヘリによる自治体全域の航空
撮影にて森林資源現況及び災害時
の風倒木被害を把握 
→空撮後、森林林業クラウドを利 
 用し、情報を共有 

森林現況把握基礎データ 
航空写真を解析するシステムを開発
し、森林現況データを作成 
→森林の樹木本数密度、平均樹 
 高、材積を推定し、森林林業クラ 
 ウドにて独自の森林現況データ 
 を共有 

出典：『平成24年度補正予算ICT街づくり推進事業成果報告資料』をもとに作成 

【森林情報の整備の例】 

 課題３．新規参入リスクの低減 
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（参考）木質バイオマスの利用推進に向けた主な政策概要 

69 

１．新たな木材需要創出総合プロジェクト                         31億円（ 0億円） 

 地域密着型の小規模発電や熱利用など木質バイオマスのエネルギー利用等の促進に向け、相談・
サポート体制の構築及び技術開発等を支援。   

２．森林・林業再生基盤づくり交付金                            50億円（22億円） 

 木材の利用拡大、安定的・効率的な供給等に向けて、高性能林業機械、木質チップ・ペレットの製造
施設等木質バイオマス関連施設の整備を支援。 

３．施業集約化の加速化                                   3.1億円（2.4億円) 

 森林経営計画の作成や施業集約化に向けた森林情報の収集や森林境界の明確化に加え、不在
村森林所有者に対する施業提案を森林施業プランナー等が代行する取組を支援。 

４．森林整備事業＜公共＞                               1,501億円（1,197億円) 

 豊富な森林資源を循環利用するための間伐等の森林施業や路網整備等を支援。 

５．地域バイオマス産業化推進事業                            13億円（10億円） 

 地域のバイオマスを活用した産業化を軸としたまち・むらづくりを目指すバイオマス産業都市の構
築に向けた構想づくり、施設整備等を支援。 

（平成27年度予算概算要求） ※ （ ）は26年度予算額 



【原料収集段階】 
複数の者から原料を調達する場合、
効率的で安定的に調達できるよう、
地域の合意形成等が重要 

【発電段階】 
安定的に電気を供給できる環境
整備が重要 

【副産物等の利用段階】 
コスト低減のため、メタン発酵に
伴い発生する消化液や熱の安定
的な需要の確保が重要 

 家畜排せつ物や下水汚泥、食品廃棄物等の水分含量が多く直接燃焼が困難な廃棄物をエネルギー利用
することで、処理コスト低減とともに、限りある資源を有効活用する循環型社会の形成につながる。 

 特に家畜排せつ物を利用する場合、悪臭対策や水源の汚染防止等の効果があること、また、非採算性の
家畜排せつ物処理から収益が生まれることから、農業の健全な発展につながる。 

 新規事業の参入により、雇用の創出など地域の活性化にもつながる。 

【メタン発酵ガス発電までのプロセス】 

メタン発酵ガス発電について 
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 メタン発酵ガスの原料となる家畜廃棄物、食品廃棄物、下水汚泥の賦存量は豊富であるが、運転開始し
た案件の総発電出力は２万ｋＷ未満。 

 発電コストの内訳をみると、減価償却費（設備費）が６割を超えており、高い初期コストに対応できるよう、
必ずしも酪農家等が単体で取り組むのではなく、地域ぐるみでの取組も重要。 

【バイオマスの国内賦存量（年間）の全量を発電のみに利用した場合の発電容量】 

（賦存量） 発電容量 

家畜排泄物 8,400t １３９万ｋＷ 

食品廃棄物 7,600t ６６万ｋＷ 

下水汚泥 1,800t １７万ｋＷ 

資料：農林水産省調べのデータ（賦存量）に基づき発電容量を試算。 

メタン発酵ガス発電の現状 
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【牛糞尿メタン発酵ガスプラント（３００頭、５０ｋＷ）の原価構成】 

出典：バイオガス推進協議会より提出されたデータより経済産業省が作成 

61% 

35% 

4% 

減価償却費 

運営管理費 

その他 



 メタン発酵ガス発電が安定して稼働するためには、例えば家畜排せつ物で５０ｋＷの発電を行う場合、乳牛
２００～３００頭程度から発生するバイオマスが必要となり、採算性を向上させるためには、更なる規模の拡
大が求められる。 

 メタン発酵ガス発電に取り組めるだけの原料を適当な経費で安定的に調達できるよう、原料を供給する者
や消化液を利用する者など、事業全体について地域一体となった取り組みが重要。 

出典：別海町バイオマス産業都市構想 

事例：北海道別海町 

課題１．原料収集体制の構築 
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 別海町は乳牛１１万頭を飼育する日本一
酪農業が盛んな町。エネルギーの地産
地消や地域活性化の観点から、別海町
が三井造船と共同出資で特別目的会社
を設立し、半径約１０ｋｍ以内から１日あ
たり、乳牛４，５００頭分に相当する排泄
物２８０トンと、産業廃棄物５トンを利用し
て発電事業を計画（２０１３年にバイオマ
ス産業都市として指定され、運転開始は
２０１５年７月を予定）。 
 

 発電能力は国内最大級の１，８００ｋＷ。
発電事業を行うとともに、発酵過程の副
産物である消化液を酪農家に販売する
予定。 
 

 家畜排せつ物や食品廃棄物の経済的利
活用と雇用の創出にもつながる。 

【事業概要】 
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 メタン発酵の過程で発生する消化液は、雑草種子や病原菌が含まれない安全な肥料（液肥）として利用で
きるが、消化液の有用性への認知度が高いとは言えない状況。 

 還元する農地が確保できなければ、高いコストをかけて浄化処理して河川等に放流する必要があるため、
採算がとれなくなり、事業として成り立たないおそれ。 

事例：福岡県大木町（液肥の有効利用） 

出典：バイオガス事業推進協議会 

課題２．メタン発酵消化液の有効利用 
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 電力・熱を同時利用できれば、エネルギー利用効率が改善するだけでなく、採算性の向上に繋がる。 
 電熱併給の成功事例（ベストプラクティス）を示すことで各地域に展開されることが期待される。 

事例：瀬波バイオマスエネルギープラント（新潟県村上市） 

出典：バイオガス事業推進協議会 

• 瀬波温泉の食品残
渣、農業残渣、下水
汚泥等を原料として
メタン発酵。ＦＩＴ認定
１号機。 

• メタン発酵消化液を
液肥利用するととも
に、発電の廃熱を利
用してパッションフ
ルーツを温室栽培。 

→農業との連携 

 課題３．熱利用の推進 
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処理量：４．９ｔ／日 
処理方式：乾式メタン発酵 
受入バイオマス：有機物全般 
 瀬波のプラントでは、生ゴミ、下水汚泥 
 ≒２：１が基本 
発電機容量：２５ｋＷ（６００ｋＷｈ／日） 



（参考）バイオマスエネルギーの地域自立システム化実証事業 
平成２７年予算要求額 ５．０億円 （２．５億円）       ※（）は２６年度予算額 

 

【事業の概要・目的】 

 バイオマスエネルギー導入にあたって必要な、
経済的に自立したエネルギー利用システムに
関して、以下のように、導入要件・技術指針と
具体的な事業モデルを明確化する。 

 
 ①過去の実証系事業等から、経済的に自立可

能な要件及び要素技術を洗い直し、 導入要
件・技術指針としてまとめ直す（木質系、湿潤
系、都市型等）。 

 
 ②実証事業に向けた事業性調査（ＦＳ）を行う。 
 
 ③事業性の見込みのある事業に対し、導入要 

件・技術指針に合致したモデル実証と、改良
が必要な技術の開発を行う。 

 
 ④開発及び実証の成果を反映させた導入要件・

技術指針と共に、実証事業自治体を事業モデ
ルとして公開し、さらなる導入促進に貢献する。 

【事業のイメージ】 
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１．廃棄物発電の高度化支援事業 
2.2億円(1億円) 

廃棄物系バイオマスの利活用や再生可能エネ
ルギー供給の促進を図るため、廃棄物発電の
高度化に当たり有効な方策・ツールを示す等に
より市町村等の取組を支援する。 

２．廃棄物エネルギー導入・低炭素化促進事業 
 10.9億円(11億円) 

 エネルギー起源CO2の削減を推進することを

目的として、廃棄物処理業を主たる業とする事
業者が行う、高効率な廃棄物エネルギー利用
施設等の整備事業（新設、増設又は改造）につ
いて補助を行う。 

 循環型社会形成推進基本法（平成12年法律第110号）の基本原則に基づき、廃棄物の３Ｒ（発生抑制、再使
用、再生利用）に優先的に進め、それでもなお残る廃棄物については、熱回収（発電や熱供給等）を推進。 

 廃棄物処理における熱回収は、東日本大震災以降、災害時も含めて安定供給が可能な地域分散型エネル
ギーシステムとして、その重要性が再認識されている。 

 地方財政が厳しい中で、売電・売熱などの収益増にもつながる。 
 近年、廃棄物の減量・リサイクルの進展などにより、全国のごみ総排出量は減少しているが、発電効率の向

上により総発電電力量は微増。 
 平成２５年度～２９年度の５カ年の「廃棄物処理施設整備計画（平成25年５月閣議決定）」では、期間中に整

備されたごみ焼却施設の発電効率の平均値を16％から21％とすることを目標値として掲げている。 
 大規模なごみ焼却施設を中心にごみ発電等の余熱利用が進んでいる一方、小規模なごみ焼却施設では余

熱利用が進んでいない傾向にあり、経済性や地域の特性に応じて進めていくことも重要である。 

３．廃棄物発電について 
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【廃棄物エネルギー利用の主な支援策概要 
（２７年度予算要求）】 ※（）は２６年度予算額 

年度 



 バイオマスプラントは、地元の調整、原料収集の調整、諸手続き等が必要であり、計画から
稼働、系統連系まで時間がかかり、未だ認定案件も少ないことから、バイオマス発電の普
及や市場の拡大による機器の技術革新や量産効果の発現等を通じた価格低減を進める
観点からも、一定期間の買取価格維持に対する配慮が必要。 

 系統が脆弱な地方に資源（原料）が豊富という特性から、送配電線の容量制約の影響を強
く受けている。限られた資源である電力系統を有効利用する観点から、発電量の安定性と
いうバイオマス発電のメリットを考慮した送配電線への接続ルールが必要。 

 木質バイオマス発電については、特に、未利用木質バイオマスを最大限活用するために、
大規模発電の隙間を埋める小規模発電が必要であり、小規模木質バイオマス発電の区分
設定や、人員確保・人件費負担や各種検査にかかる初期費用負担等の軽減（コスト削減）
のための規制緩和等の配慮が必要。 

 熱利用（熱電併給）が可能であるが、立地条件等によっては難しい場合があることから、他
の熱利用産業との連携に対する支援等の配慮が必要。 

 バイオガス発電については、メタン発酵施設から発生する消化液への評価が一般化すれ
ばその価値が上がり、発電コストの低下につながることから、消化液の有用性の認知拡大
に対する支援が必要。 

バイオマス発電は、安定電源である他、多様な効果・便益を創出できる特性を有する。また、原料や変換技
術により多様な方法がある。これらの特徴を踏まえ、下記の見直しを要望。 

バイオマス発電業界からの要望 
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再生可能エネルギー間のバランスある導入に向けた系統への接続に関して対応すべき事項 

○これまでの新エネルギー小委員会での議論を踏まえ、①再生可能エネルギー間のバランスの取れた導入、②
電力量（ｋＷｈ）からみた再生可能エネルギーの最大導入、③国民負担の抑制の観点から、系統への接続に関
して対応すべき事項については、再生可能エネルギー毎の特徴に応じて、下記の方向とともに、系統ＷＧでの
検証・検討結果（次ページ参照）を踏まえ、その具体的な在り方を速やかに決定し、実施してはどうか。 

①再生可能エネルギー間のバランス 
 地熱・水力、バイオマス、住宅用太陽光については、これらの優位性に配慮し、バランスを図るため優先的な導

入を実現する仕組みを検討してはどうか。 
 
  地熱・水力：ベースロード電源としてネットワーク設備の効率的な利用が可能であり、ｋＷｈでの最大導入及び国

民負担の抑制に資する。 
  バイオマス：地域に賦存する資源を利用する場合、エネルギーの地産地消や地域活性化に資する。また、安定

的に発電ができ、ネットワーク設備の効率的な利用も図れ、ｋＷｈでの最大導入にも資する。 
  住宅用太陽光：余剰買取のため省エネのインセンティブがあることに加え、需要家の近接地で発電可能であり、 

非常用電源としても利用可能。 
 
②風力の扱い 
 風力については、夜間でも発電でき、太陽光発電に比べて年間の設備利用率が高い電源である。一方、環境

アセスメントなど事業化に向けた準備期間が長いことを踏まえ、一般電気事業者（中三社を除く）がこれまで公
表してきた風力の接続可能量を勘案して導入を図るべきではないか。  
 

③より効果的な出力抑制の検討 
 電力量から見た再生可能エネルギーの最大導入を実現すべく、系統ＷＧにおいて、最も効果的な出力抑制の

手法と判断された手法について、その導入を図るべきではないか。 
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出力抑制のルール等 

①現行制度 
 ５００ｋＷ以上の太陽光発電・風力発電について、出力抑制を年間最大３０日実施した場合 

②出力抑制日数の拡大（最大日数６０日） 
 回答保留対象外の５００ｋＷ以上の太陽光発電・風力発電について、出力抑制を年間最大で６０日実施した場合 

③時間単位の出力抑制 
 回答保留対象外の５００ｋＷ以上の太陽光発電・風力発電については、時間単位（年間最大で太陽光３６０時間、
風力７２０時間）で出力抑制を実施した場合 

④出力抑制の範囲拡大（新規の５００ｋＷ未満に拡大） 
 回答保留対象外の太陽光発電・風力発電について、設備容量に関係なく出力抑制を年間最大で３０日実施した
場合 

⑤出力抑制の範囲拡大（既接続含むすべて） 
 既接続済みの設備も含めた全ての太陽光発電・風力発電について、出力抑制を年間最大で３０日実施した場合 

⑥連系線の活用 
 現行制度で連系線を活用した場合 

（参考） 出力抑制を実施しない場合 

○出力抑制のルールを変更した場合や、連系線を活用した場合の接続可能量の拡大量は、各社の系統の状
況によって異なる。現在、系統ＷＧにおいて、以下のようなオプションについて試算中。 

（参考）系統ＷＧで検証中の接続可能量のオプション 

※地熱、水力、バイオマスについては、接続量をそれぞれ＋１０万ｋＷにした場合の感度分析を行い、太陽光発電の接続可能量がどのように変化するか
試算を行う。 
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バイオマスの種類 貯蔵の可否 技術的課題 経済的課題 

木質 
バイオマス 

石炭混焼 
（木質バイオマ
スを数％混合） 

貯蔵可能 
実質的に火力と同様の特
徴を有し、調整電源として
活用可能。 

─── 
 

一般木材 
リサイクル材 貯蔵可能 

バイオマスボイラの場合、
最大出力の６０％程度まで
であれば、技術的に出力調
整は可能。 
他方、運転停止する場合、
再起動後、最大出力までに
数時間を要する。 

燃料確保が比較的容易であり、
採算性を保ちながら出力抑制に
対応可能。 

未利用木材 貯蔵可能 

未利用木材の安定供給体制は成
熟しておらず、出力抑制による燃
料需要の減少は、安定供給体制
そのものに大きな影響を与える。 

メタン発酵ガス 

連続的に発酵
工程が進むた
め、数時間単位
の貯蔵が限界 

ガスエンジンであるため、
出力調整は可能。 

ＦＩＴで想定されているＩＲＲが１％
であり、出力抑制により採算性が
悪化し、事業自体が成り立たない
可能性あり。 

一般廃棄物 ごみを順次に処
理する必要あり 木質バイオマスと同様。 

ゴミ処理の場合、出力抑制により
売電収益が減少すれば、地方財
政に大きな負担。 

○バイオマス発電は安定的に発電できる上、地域に賦存する未利用木材を利用するバイオマス発電、メタン発
酵ガス発電、一般廃棄物は地域活性化の観点から重要。 

○また、系統への接続に関して対応すべき事項のうち、バイオマスの扱いにあたっては、上記の地域活性化の
観点に加え、（１）燃料貯蔵の可否、（２）出力抑制に伴う技術的課題、（３）出力抑制に伴う経済的課題に勘案
した上で検討することが重要ではないか。 

バイオマスの扱いについて 
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【参考：】現行の優先給電ルールの概要（再生可能エネルギー特別措置法施行規則第６条第３項に基づく） 
 

 需要が供給を下回っている場合であって、以下三つの回避措置をいずれも取った後でなければ、電気事業者は再生可能エネル
ギーの発電事業者に出力抑制を要請できない。 
 （１）一般電気事業者が保有する発電設備（原子力発電設備、揚水式以外の水力発電設備及び地熱発電設備を除く。）の出力抑

制 
 （２）揚水式水力発電設備の揚水運転 
 （３）卸電力取引所を活用し、需要量を上回ると見込まれる供給電力を売電するための措置の実施 

バイオマスの種類 考えうる方向性 

木質 
バイオマス 

石炭混焼 
（木質バイオマス
を数％混合） 

実質的に火力と同様な特徴を有し、ＦＩＴにおける優先給電ルールでも同様に扱って
はどうか。 

一般木材 
リサイクル材 一定の制約はあるものの、調整電源として活用可能ではないか。 

未利用木材 
地域資源の有効利用は地域活性化に資する。加えて、出力抑制をする場合、採算
性や安定供給上の制約があることから、ＦＩＴにおける優先給電ルールについて配
慮してはどうか。ただし、その際、地域活性化に資するものに限ってはどうか。 

メタン発酵ガス 
地域資源の有効利用は地域活性化に資する。加えて、出力抑制をする場合、貯蔵
困難性及び採算性の制約があることから、ＦＩＴにおける優先給電ルールについて
配慮してはどうか。 

一般廃棄物 
地域資源の有効利用は地域活性化に資する。加えて、出力抑制をする場合、廃棄
物の適正処理や地方財政上の制約があることから、ＦＩＴにおける優先給電ルール
について配慮してはどうか。 

固定価格買取制度（ＦＩＴ）におけるバイオマスの優先給電ルールの見直しについて 

○バイオマスの発電形態ごとの特徴にかんがみて、系統への接続に関して対応すべき事項のうち、バイオマス
発電の優先給電ルール上の扱いについては、以下の方向性で検討を進めることとしてはどうか。 
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